
 

 

 

 

和歌山県洋上風力発電に係る 

ゾーニングマップ及びゾーニング報告書 

（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年１１月 

 

 

 

 

和 歌 山 県 

 

 

第6回検討会 資料3 



 



は じ め に 

 

和歌山県では、地域における地球温暖化対策の推進や、新産業の創出が重要な課題

であるとの問題意識に基づき、自然環境と調和した形での再生可能エネルギーを活用

した電源開発の促進を推進している。また、本県の周辺海域は、風況が非常に良いこ

とから、洋上風力発電事業への期待が高まっている。一方で、再生可能エネルギーの

導入拡大は、自然環境や防災、事業環境等の総合的な観点から地域住民の生活環境の

維持に十分配慮しつつ、地域のためになるように進めていかなければならない。 

つまり、本県における洋上風力発電事業が地域のためになるものであれば、再生可

能エネルギーを推進するという基本的な立場からその実現の後押しをしていくが、地

域住民の生活環境を守る視点や漁業や観光等の県内産業への悪影響を防ぐ視点等か

ら問題があると判断する場合には、厳しく対応することが必要であると考えている。 

以上を踏まえ、洋上風力発電について、自然環境保護や社会的な事業環境の観点か

らゾーニングを行い、どの海域にどのような課題があるのかを整理しマップ化するこ

とで、洋上風力発電の適正な立地が実現するよう促していくことを目的とし、ゾーニ

ングマップ及びゾーニング報告書（以下「本報告書」という）を作成しているところ

である。 

本報告書は、環境省の委託事業を活用し、平成 30 年度～令和 2 年度にかけて実施

しているものであり、環境保全や社会性に関する事項の調査・整理を行い、情報の精

査を行ったうえで、作成している。 

以上を踏まえ、事業を計画する際には、ゾーニングに用いたエリアについて、以下

の点に留意して本報告書を参考にしていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 調整エリアでの事業実施を県が担保・保障するものではありません。また、

調整エリアにおける環境影響評価を免除するものでもありません。 

・ 保全エリアや保全推奨エリアにおいて事業者の事業実施を規制するものでは

ありません。規制はあくまでも個々の法令によって行われます。 

・ いずれのエリアにおいても、事業の実施に際しては、法令等に則って、環境

影響評価の実施が必要であるともに、世界遺産への影響が想定される箇所で

は遺産影響評価の実施が必要となります。 
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1. 概要 

1.1 ゾーニングの目的、背景 

(1) 風力発電に関わる和歌山県の概況 

 ① 和歌山県の概況 

和歌山県は、日本最大の半島である紀伊半島の西側に位置し、大阪府や奈良県、三重県に

接し、紀伊水道を挟んで西側に徳島県が位置する。総面積は 4,726km2 であり、このうち山

地が約 8 割を占める。 

和歌山市を中心とする紀北地域は阪神工業地帯に属し、沿岸部には製鉄所や石油製油所な

どの重化学工業が盛んである。紀中～紀南地域にかけては、大部分が山地となっている。急

峻な山地が海岸部まで迫っているため、林業や山地の斜面を利用したみかん、梅等の栽培が

盛んに行われている。また、海岸線は典型的なリアス式海岸で、変化に富んで美しく、海岸

線の大部分が県立自然公園や国立公園に指定されている。また、海域では、黒潮の影響を強

く受ける紀中～紀南地域を中心に、マグロ、カツオ、タチウオを対象とした漁業が活発に行

われている。 

また、2004 年に「紀伊山地の

霊場と参詣道」として、和歌山

県、奈良県、三重県にまたがる

３つの霊場（吉野・大峰、熊野

三山、高野山）と参詣道（熊野

参詣道、大峯奥駈道、高野山町

石道）が世界遺産（文化）に登

録された。本世界遺産は、自然

と人間の営みが長い時間をかけ

て形成した風景である文化的景

観が評価されていることが特徴

である。和歌山県では、世界遺

産に代表される歴史や文化、自

然環境、温泉等の恵まれた観光

資源を活用し、多彩な魅力に出

会える観光地づくりを推進して

いるところである。 

一方、人口減少や少子高齢化

による地域産業の衰退、大規模

自然災害への対応等が大きな課

題となっている。 

 

 ② 和歌山県における再生可能エネルギーの状況 

和歌山県では、地域における地球温暖化対策の推進や、新産業の創出が重要な課題である

との問題意識に基づき、自然環境と調和した形での再生可能エネルギーを活用した電源開発

 

地域名 市町村名

紀北地域 和歌山市、海南市、紀美野町、岩出市、紀の川市、橋本市、かつらぎ町、高野町、九度山町

紀中地域 有田市、有田川町、湯浅町、広川町、御坊市、美浜町、日高町、由良町、印南町、みなべ町、日高川町

紀南地域 田辺市、白浜町、上富田町、すさみ町、串本町、古座川町、太地町、那智勝浦町、新宮市、北山村  

図 1.2.1-1 和歌山県の位置と県内市町村 
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の促進を推進している。具体的には、国の再生可能エネルギー割合の達成目標を大きく上回

る「再エネ先進県」になることを目指すべく、県内消費電力に占める再生可能エネルギー構

成比率を 2015 年度の 18％から、2026 年度には 25％とすることを目標としている。 

2017年12月現在、県内消費電力に占める再生可能エネルギーの割合は、約20.5％であり、

その内訳を見ると太陽光発電が大きな割合を占めている。しかし、近年は、太陽光発電の適

地が減少し、さらには、太陽光発電の導入拡大に対する地域住民等からの懸念の声が高まっ

てきている状況もあるため、これまでと同様に太陽光発電の導入拡大に期待することは困難

になりつつある。また、その他再生可能エネルギーについても、それぞれ課題があることか

ら、先に掲げた目標を達成するためには、本県下にて導入ポテンシャルのある風力発電、特

に洋上風力発電の導入を検討していく必要がある。 

風力発電についてみると、陸上の風力発電については、風力発電の高いポテンシャルを有

している本県の紀中地域海岸沿いや山間部において導入が進み、本県の風力発電の発電規模

は、2017 年 12 月現在で 95,000kW と近畿 2府 4県の中で最大となっている。しかしながら、

最近では、陸上風力発電の適地が減少しつつあることに加え、景観や環境の保全、防災上の

懸念等の観点から、地域住民による風力発電の立地に対する不安の声が高まっており、事業

者が新規の大規模な陸上風力発電の計画を立てることが困難な状況となっている。洋上風力

発電は、現状では本県での導入実績はないものの、周辺海域では年平均 7.0m/s 以上の風が

吹いており、風況が非常に良いことから、積極的な導入が期待されている。 

一方、洋上風力発電についても陸上風力発電と同様に、生活環境や自然環境、景観等への

影響に対する懸念の声や、漁業、船舶の航行といった先行利用への影響に対する懸念の声が

あることから、慎重に洋上風力発電の導入を進めていく必要がある。 

 

(2) 上位計画、関連計画 

 ① 風力発電に係るゾーニング実証事業 

2020 年以降の温室効果ガス削減のための枠組みである「パリ協定」は、全ての国が参加

する新たな国際枠組みとして、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを規

定しており、世界的に気候変動への対応を強化していくことが求められている。わが国でも、

長期的目標として 2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減を目指すとの方向性を盛り

込んだ地球温暖化対策計画が 2016 年 5 月に閣議決定された。本計画では、再生可能エネル

ギーの最大限の導入等の地球温暖化対策を大胆に実行することとされており、風力発電につ

いても積極的な導入推進が求められている。 

一方で、風力発電等の事業化に当たっては、騒音等の生活環境への影響や、鳥類や景観等

の自然環境への影響が懸念される場合も多く、地域住民の反対意見等が顕在化している事例

も見られる。 

このような状況を背景に、環境省では 2018 年 3 月に「風力発電に係る地方公共団体によ

るゾーニングマニュアル（第Ⅰ版）」をとりまとめ、関係者間で協議しながら、環境保全、

事業性、社会的調整に係る情報の重ね合わせを行い、洋上風力発電事業の適地選定に活用で

きるツールとしての利用を推進している。 
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 ② 和歌山県長期総合計画 

和歌山県では、2017 年 4 月に「和歌山県長期総合計画」（計画期間：2017 年 4 月～2027

年 3 月）を策定している。10 年後の未来を展望した「めざす将来像」を示すとともに、そ

の将来像の実現に向けて取り組む施策の基本方向を明らかにすることを目的とした、新たな

長期総合計画となっている。本計画では、再生可能エネルギーへの転換を基軸とした新たな

産業の創出を進め、国の再生可能エネルギー割合の達成目標を大きく上回る「再エネ先進県」

になることをめざす方向としている。具体的には、県内消費電力に占める再生可能エネルギ

ー構成比率を 2015 年度の 18％から、2026 年度には 25％とすることを目標としている。 

 

 ③ 和歌山県環境基本計画 

和歌山県では、2016 年 3月に「第 4次和歌山県環境基本計画」（計画期間：2016 年 4月～

2021 年 3 月）を策定している。本計画では、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（1998

年 10 月 9日法律第 117 号）の第 21 条に規定されている「都道府県における地球温暖化防止

実行計画」としても位置づけられている。本計画では、継続して再生可能エネルギーの導入

促進に取り組むことにより、2020 年度末までに、再生可能エネルギーの導入量を国のエネ

ルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合と同等にすることを目指している。 

 

(3) ゾーニングの目的 

以上の状況を踏まえ、和歌山県では自然環境の保全の他、社会的状況にも着目し、事業の可

能性を検討することに適した海域と環境保全や社会的状況等の観点から事業推進に慎重とな

るべき海域を示す“ゾーニング”を実施することとした。 

このことにより、環境保全面等から見て地元への影響が少ない事業にとっては、その実現に

向けた後押しとなるとともに、無秩序な開発に対しては一定の抑止力となることを期待してい

る。また、ゾーニングを実施することにより、事業者が実施する環境影響評価の手続きに係る

負担の軽減にも寄与すると考えている。 

なお、本ゾーニングでは自然環境や社会的状況に着目し、ゾーニングを行っているが、事業

者が事業計画を検討する際には、社会性に関わる事項や事業性に係る事項についても十分考慮

し、地域関係者や関係機関との協議を重ね、事業適地を選定していく必要がある。 
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1.2 ゾーニングの基本的な考え方 

1.2.1 ゾーニング対象範囲 

対象海域は以下の条件の範囲とした。対象海域を図 1.2.1-1 に示す。 

・日高郡から西牟婁郡までに串本町を加えた地域の沿岸海域（由良町、日高町、美浜町、

御坊市、印南町、みなべ町、田辺市、白浜町、すさみ町、串本町） 

※ 由良町と広川町の境界線から西へ伸ばす線をゾーニング範囲の北限とする。 

※ 串本町と那智勝浦町の境界線から南へ伸ばす線をゾーニング範囲の東限とする。 

・領海内（通常基線及び直線基線の外側 12海里（約 22km）の線までの海域） 

・隣接県（徳島県）との関係等 

※図 2-1 中の A,B の範囲は、和歌山県瀬戸崎と徳島県大島を結ぶ直線基線に基づく領海（   の

東西水平部）の内側で、A は徳島県との中間線で、阿南市と協議し、ゾーニング範囲に重複がな

いようにした。B は事業実施時の実現性を踏まえ、離岸距離 30km までとした。C は直線基線に基

づく領海の限界線まで、Dは通常基線に基づく領海の限界線までとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.1-1 ゾーニング対象範囲 

 

 

背景図出典：国土地理院 電子地形図（タイル） 

A 徳島県と  
の中間線 

B 離岸距離 
30km 

D 通常基線に基づく 

領海の限界線まで 

C 直線基線に基づく 
  領海の限界線まで 
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1.2.2 風力発電の導入見通し 

国が作成した、2030 年における長期電力需給見通しによる電源のベストミックスは、2013 年

と比較して、総電力需要が 9,808 億 kWh で 1.5％増加に対し、太陽光、水力、バイオマス等の

再生可能エネルギーが全体の 22～24％と、東日本大震災前の約 11％から 2倍になっている。一

方、本県における再生可能エネルギーの導入量は、2015 年度において約 18％となっている。こ

のような状況を踏まえ、「第 4次和歌山県環境基本計画」（平成 28年 3月、和歌山県）では、2020

年度末までに、国のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合と同等にすること

を目指すとしている。 

また、「和歌山県長期総合計画」（平成 29 年 4 月、和歌山県）では、再生可能エネルギーへの

転換を基軸とした新たな産業の創出を進め、国の再生可能エネルギー割合の達成目標を大きく

上回る「再エネ先進県」になることをめざす方向とし、2026 年度には 25％とすることを目標と

している。 
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1.2.3 地域（ゾーニング対象範囲）の概況 

(1) 自然的状況 

和歌山県の面積の大部分は、紀伊山脈を中核とする標高 1,000 メートル前後の山岳地帯であ

る。護摩壇山といった古代から人々に親しまれた山々なども多い。和歌山県は、近畿地方の南

につきでた紀伊半島の南西部にあって、北は大阪府、東は奈良県と三重県、南は熊野灘に接し、

西は紀伊水道をはさんで徳島県と向かい合っている。串本町の潮岬は、本州の最南端に当たる。 

海岸線は総延長 650.7 キロメートルにおよぶリアス式海岸で、天然の良港にも恵まれている。

とりわけ、潮岬を中心とした県南部の海岸は黒潮に洗われ、観光名所となる奇岩・橋杭岩がそ

びえ立つなど雄大な景色をみることができる。また、平成 17 年（2005 年）11 月、ウガンダで

開催されたラムサール条約第 9回締約国会議において、「串本沿岸海域」がラムサール条約湿地

に登録された。 

県南部は太平洋岸式気候に属し、黒潮の影響を受け温暖で台風の影響を受けやすく極めて降

水量の多い地域である。 

(2) 社会的状況 

ゾーニング範囲は、日高郡から西牟婁郡までに串本町を加えた地域の沿岸海域（由良町、日

高町、美浜町、御坊市、印南町、みなべ町、田辺市、白浜町、すさみ町、串本町）である。 

海上交通は、定期航路が複数存在しており、そのうち東京と徳島などを結ぶ定期航路が和歌

山県沖にみられる。漁業は盛んであり、漁業協同組合はゾーニング範囲に約 20組合存在する（令

和 2年時点）。漁業権等は、共同漁業権、区画漁業権、定置漁業権の他に、各種許可漁業や自由

漁業が行われている。漁業種類は、小型底びき網、船曳網、中型まき網、延縄、曳縄、サンゴ

漁、一本釣りなど多様である。観光地では白浜町などが代表的であり、夏には海水浴客も多く

訪れる。 また、田辺市から熊野本宮に向かう中辺路、田辺市から海岸線沿いに那智・新宮へ向

かう大辺路が、「熊野参詣道」として世界遺産に登録されている。 

 

【和歌山県でのゾーニング対象範囲】 

ゾーニング対象範囲は、前述のとおり、日高郡から西牟婁郡までに串本町を加えた地域の沿

岸海域であり、領海内かつ陸地からの離岸距離が約 30km までとしている。対象範囲の海底地形

は、白浜町周辺から東側では海岸線より急峻な地形のため、急激に水深は深くなるものの、田

辺市周辺より北側では比較的勾配は緩やかであり、水深 200m 以浅の海域が広く分布している。

また、対象範囲の風況についてみると、年間平均風速 7m/s 以上（高度 100m）の範囲が大部分

を占めており、風力発電事業に適した海域であると言える（表 1.2.3-1 参照）。 

一方で、海岸線の大部分が吉野熊野国立公園や煙樹海岸県立自然公園、白崎海岸県立自然公

園に指定されている。また、景観法に基づき策定した和歌山県景観計画の中で、白浜町、すさ

み町及び串本町の海岸部が、熊野参詣道（大辺路）特定景観形成地域に指定されている。同計

画においては、日本で最初に文化的景観が認められた世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の

景観だけでなく、世界遺産を結ぶ歩行者動線の景観や世界遺産から望む景観についても保全す

ることとしている。また、沿岸域周辺では漁業や観光産業が昔から継続的に営まれ、地域の産

業の一つとして重要な位置を占めている。 

以上から、ゾーニング対象範囲は、景観や社会的状況等に対して十分な配慮が必要である。 



 

 1-7

 

表 1.2.3-1 対象範囲の水深・風況等の概要 

 

 

1.2.4 ゾーニングの活用方法 

ゾーニングにより示された「保全エリア」に該当する海域において事業が計画された場合に

は、環境影響評価における知事意見において厳しく対応し、「調整エリア」に該当する海域では

事業の可能性について検討していくことを前提とする。また、ゾーニングは戦略的環境アセス

メントの性格を有するものであり、環境影響評価制度における配慮書手続と重なる部分が多い

ことから、事業者に対する活用可能なデータの提供や、配慮書手続きにおける審査の簡素化を

図る等、環境影響評価手続の効率化に活用するものとする。 

一方、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律」（平

成 30年法律第 89 号）（以下「再エネ海域利用法」という）が施行されたが、本事業によるゾー

ニングは、同法の促進区域と直接の関係はない。ただし、再エネ海域利用法における促進区域

の指定に際しては、経済産業大臣及び国土交通大臣が都道府県知事や協議会の意見を聴くこと

とされているため、その際、当該ゾーニング結果を活用することも考えられる。 

 

1.2.5 ゾーニングの見直し 

ゾーニングは、現在収集可能な情報をもとに整理したものであるため、社会情勢の変化や情

報の変更により、必要に応じて更新するものとする。なお、更新に際しては、国並びに和歌山

県の温暖化対策に係る方針や風力発電に関する導入見通しを踏まえるものとする。 
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1.3 ゾーニング策定のために実施した調査等 

1.3.1 調査期間 

平成 31 年 1 月～令和 2年 11月 

 

1.3.2 調査内容 

(1) 既存資料の収集整理 

ゾーニングを行う上で検討すべき情報として、以下の項目に関わる地理情報を収集、整

理した（収集した情報の詳細については巻末資料 1を参照）。 

 

①環境保全に係る情報（生活環境等） 

②環境保全に係る情報（生物の多様性、自然環境、自然との触れ合い） 

③環境保全等の法令等により指定された保護地域 

④社会的調整が必要な地域等 

⑤事業性に係る情報 

 

(2) 環境調査等の実施 

 ① 景観調査 

ゾーニング対象範囲の海岸線は、大部分が国立公園や自然公園の指定を受けている他、

世界遺産である「紀伊山地の霊場と参詣道」の熊野古道参詣道大辺路が海岸線に沿って存

在する。このため、風車の設置に伴う景観への影響に十分な配慮が求められるとの判断に

より、現地調査を行うとともに、調査結果をもとに影響範囲設定の考え方を整理した。 

 

【現地調査等】 

景観に対しては、十分に配慮してエリア設定を行う必要があるため、熊野参詣道（大辺路）

や吉野熊野国立公園等をはじめとする主要な眺望点を選定し、景観構成要素の状況、視野範囲

（眺望範囲、主眺望方向）を現地調査により把握した。眺望点一覧を表 1.3.2-1 、眺望地点

図を図 1.3.2-1 に示す。 

なお、現地調査により海上の眺望が確認できた眺望点については、風車設置に伴う影響の目

安を把握するため、フォトモンタージュを作成した（詳細は巻末資料 2を参照）。 
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表 1.3.2-1 眺望地点一覧 

No 眺望点名称
世界
遺産
周辺

国立
公園

県立
自然
公園

住所 備考

1 衣奈海岸 〇 日高郡由良町大字大引

2 白崎海岸 〇 日高郡由良町大字大引

3 産湯海岸 〇 日高郡日高町大字産湯

4 西山 〇 日高郡日高町大字産湯

5 日ノ御埼灯台 〇 日高郡日高町大字阿尾

6 煙樹ヶ浜 〇 日高郡美浜町大字和田

7 御坊総合運動公園 御坊市塩屋町南塩屋

8 水産物直売所付近 御坊市名田町野島

9 斑鳩王子付近 日高郡印南町大字西ノ地

10 千里の浜 〇 日高郡みなべ町山内

11 埴田崎 △ 日高郡みなべ町埴田

12 天神崎 〇 田辺市天神崎

13 鳥の巣半島 〇 田辺市新庄町

14 番所山 〇 西牟婁郡白浜町

15 円月島 △ 西牟婁郡白浜町

16 白良浜 △ 西牟婁郡白浜町

17 千畳敷 〇 西牟婁郡白浜町

18 三段壁 〇 西牟婁郡白浜町

19 金刀比羅神社 〇 西牟婁郡白浜町中

20 富田坂① 〇 △ 西牟婁郡白浜町富田

21 富田坂② 〇 △ 西牟婁郡白浜町十九渕

22 富田坂③ 〇 △ 西牟婁郡白浜町椿 海の眺望無し

23 富田坂④ 〇 △ 西牟婁郡白浜町口ケ谷 海の眺望無し

24 椿 △ 西牟婁郡白浜町椿

25 志原海岸 〇 西牟婁郡白浜町日置

26 仏坂 〇 △ 西牟婁郡白浜町安宅 海の眺望無し

27 すさみ海水浴場 △ 西牟婁郡すさみ町周参見

28 馬転展望所 △ 西牟婁郡すさみ町口和深

29 長井坂① 〇 〇 西牟婁郡すさみ町見老津

30 長井坂② 〇 〇 西牟婁郡すさみ町見老津

31 長井坂③ 〇 〇 西牟婁郡すさみ町見老津

32 恋人岬 〇 西牟婁郡すさみ町見老津

33 江住駅付近 △ 西牟婁郡すさみ町江住

34 大辺路① 〇 〇 東牟婁郡串本町和深

35 大辺路② 〇 △ 東牟婁郡串本町和深

36 大辺路 富山平見 〇 △ 東牟婁郡串本町田子

37 大辺路③ 〇 △ 東牟婁郡串本町有田

38 潮岬観光タワー 〇 東牟婁郡串本町潮岬

39 樫野崎灯台 〇 東牟婁郡串本町樫野

40 橋杭岩 〇 東牟婁郡串本町鬮野川  

※△は国立公園内に立地していないが、眺望範囲に国立公園が含まれる地点を示す。
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図 1.3.2-1 眺望地点図
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【影響範囲設定の考え方】 

一般的に、景観への影響を検討する場合、現況の眺望特性に対して、風力発電施設の視認程度

や眺望に与える支障の程度について、フォトモンタージュを用いて評価する方法が用いられる。

一方、ゾーニングにおいては、風力発電施設の規模や構造等が決定していないため、フォトモン

タージュにより景観への影響を総合的に評価することが困難である。したがって、景観への影響

については、「景観対策ガイドライン（案）」（1981，UHV 送電特別委員会環境部会立地分科会）

に示される、塔状の工作物の垂直見込角に応じた見え方に関する知見を参考として、垂直見込角

を用いて影響範囲を目安として設定を行った（表 1.3.2-2 参照）。 

 

表 1.3.2-2 垂直見込角と鉄塔の見え方 

垂直見込角 距離 鉄 塔 の 場 合 

0.5° 8000m 輪郭がやっとわかる。季節と時間（夏の午後）の条件は悪く、ガスのせ

いもある。 

1° 4000m 十分見えるけれど、景観的にはほとんど気にならない。ガスがかかって

見えにくい。 

1.5°～2° 2000m シルエットになっている場合には良く見え、場合によっては景観的に気

になり出す。 

シルエットにならず、さらに環境融和塗色がされている場合には、ほと

んど気にならない。光線の加減によっては見えないこともある。 

3° 1300m 比較的細部まで良く見えるようになり、気になる。圧迫感は受けない。 

5°～6° 800m やや大きく見え、景観的にも大きな影響がある（構図を乱す）。架線も

よく見えるようになる。圧迫感はあまり受けない（上限か）。 

10°～12° 400m 眼いっぱいに大きくなり、圧迫感を受けるようになる。平坦なところで

は垂直方向の景観要素としては際立った存在になり周囲の景観とは調

和しえない。 

20° 200m 見上げるような仰角にあり、圧迫感も強くなる。 

出典：「景観対策ガイドライン（案）」（1981、UHV 送電特別委員会環境部会立地分科会）を基に作成 

 

【世界遺産からの眺望について】 

ゾーニング対象範囲周辺には、世界遺産である「紀伊山地の霊場と参詣道」の熊野古道参詣道

大辺路が海岸線に沿って存在する。当該世界遺産は、文化的景観が認められた日本で最初の世界

遺産である。文化的景観とは、自然と人間の営みによって形成された景観を意味するものであり、

世界遺産そのものは当然のことながらその周辺で一体的に形成されるものである。何世代にもわ

たって引き継がれ、培われてきた独自の「文化的景観」についても、世界に誇りうる財産として

良好に保存していくことが和歌山県として求められている。 

なお、熊野参詣道大辺路は、熊野三山への参詣道のうち海沿いの参詣道であり、紺碧の太平洋

と枯木灘が織りなす海岸美が眺められ、特に近世に文人墨家が好んで利用したと言われることか

らも海を含めた眺望景観にもその価値を有している。 

一方、世界遺産に関係する景観については以下の３パターンが挙げられる。 

 

 

 

和歌山県において世界遺産に登録された資産内の眺望点はいずれも上記③となるが、前述のと

おり、これら文化的景観を和歌山県では良好な状態で次世代に引き継ぎ、世界遺産が持つ顕著な

① 眺望点が世界遺産の登録資産であり、眺望の視野に世界遺産の登録資産が含まれる場合。 
② 眺望点は世界遺産の登録資産ではないが、眺望の視野に世界遺産の登録資産が含まれる場合。 
③ 眺望点が世界遺産の登録資産であり、眺望の視野に世界遺産の登録資産が含まれない場合。 
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普遍的価値が洋上風力発電事業によって影響が受けることがないように世界遺産からの眺望に

は特に配慮する必要がある。 

また、和歌山県では、平成 20 年に景観施策の骨格となる和歌山県景観条例を施行するととも

に、景観法に基づき策定した和歌山県景観計画（以下「計画」と言う）の中で、良好な景観の形

成を推進する上で特に重要と認められる地域を特定景観形成地域に指定し、地域特性に応じた景

観形成の基本方針や行為の制限を設定し、景観法に基づく届出制度を実施している。ゾーニング

範囲においては、白浜町、すさみ町及び串本町の海岸部が、熊野参詣道（大辺路）特定景観形成

地域に指定されており、世界遺産の眺望景観だけでなく、世界遺産を結ぶ歩行者動線からの眺望

景観についても、一体的に保全していく必要があり、計画に基づき行為の制限が設けられている。

こうしたことから、熊野参詣道（大辺路）特定景観形成地域において、計画内で示された主要な

眺望点からの景観については、他の眺望点からの景観とは区分して整理を行った。 
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 ② 鳥類調査 

海鳥の生息状況や渡りルートについて把握するため、有識者へのヒアリング等による情

報収集を行った（ヒアリング先の詳細は巻末資料 3 に、既往資料による情報の詳細は巻末

資料 1を参照）。 

洋上風力発電施設では、鳥類や希少猛禽類のバードストライク等の飛翔阻害が懸念され

ている。そのため、設置にあたっては、鳥類の生息状況を把握する必要がある。 

しかし、洋上風力調整エリア 1 及び保全推奨エリアにおいては、詳細な生息情報は不明

である。そこで、鳥類の保全（バードストライク等の防止）の観点から、洋上風力ゾーニ

ングマップに重要な範囲を反映することを目的に洋上風力調整エリア 1 及び保全推奨エリ

アにおいて、1)主に海鳥の生息状況、移動経路を把握するための洋上センサス調査、2)鳥

類の渡りルートを把握するための定点調査を実施した。 

なお、具体的な調査手法、頻度等については、有識者等の指導・助言を踏まえて設定し

た（表 1.3.2-3）。調査結果の詳細は巻末資料 4を参照） 

 

表 1.3.2-3 鳥類調査（調査概要） 

調査方法 洋上センサス調査 定点調査 

調査対象 調査対象は、主に海鳥の生息状況、

移動経路の把握。 

調査対象は、鳥類の渡りルートの

把握。 

調査方法 調整エリア 1 とその周辺及び保全

推奨エリアに設定した「鳥類の渡り

ルート」においてルートを設定し、

船舶上からルートの片側約 200m（両

側で約 400m）の範囲の目視観察を行

い、出現する種類、個体数等を記録

する。調査船はルート上を 5 ノット

程度で航行する。 

観察項目は種名、個体数、行動、

確認位置、飛翔高度及び方向とする。

なお、飛翔高度については、目視に

より可能な区分として便宜的に 0m

（海面上）、0～30m、30～200m、200m

以上等に区分する。 

調査対象範囲の眺望のよい箇所に

定点（5 定点）を設定し、目視観測

を行う。 

観察項目は、種名、個体数、行動、

確認位置、飛翔高度及び方向とする。

なお、飛翔高度については、目視に

より可能な区分として便宜的に 0m

（海面上）、0～30m、30～200m、200m

以上等に区分する。 

調査時期 冬季（1～2月）、春季（5月～6月）、

夏季 8月、秋季 10月とする。 

冬季（2月） 

春季（4月）：サシバ 

春季（5月）：ハチクマ 

秋季（10月）：サシバ、ハチクマ 
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調査位置を図 1.3.2-2 に示す。 

洋上センサス調査のルートは離岸距離毎の利用状況を把握するため、海岸線から垂直方

向とする。各ルートの設定根拠は表 1.3.2-4(1)に示すとおりである。 

定点調査は、ヒアリング結果を踏まえ、鳥類の渡りルートとして設定した保全推奨エリ

ア及びそれ以外の調査対象範囲のうち、岬や半島のような地形から渡りのルートになって

いる可能性がある位置とした。各定点の設定根拠を表 1.3.2-4(2)に示す。 

 

表 1.3.2-4（1） ルートの設定根拠（洋上センサス調査） 

エリア 
ルート数 

(総距離：km) 
設定根拠 

保全推奨エリア 

（鳥類の渡りルート） 

3 本(H-1～3) 

（約 40km） 

ヒアリング結果を踏まえ、鳥類の渡りルートとして保全推

奨エリアに設定したエリアである。鳥類の渡りルートの利

用実態を現地調査によって補完する。 

また、海域が狭まっているエリアであり、海鳥の移動経路

等の利用も見込まれる。 

調整エリア1とその周

辺 

7 本(1-1～7) 

（約 120km） 

調整エリアとして、事業の可能性が最も高いエリアである。

海鳥、渡りルートの利用状況の情報が乏しいため、現地調

査によって情報を補完する。 

 

表 1.3.2-4（2） 定点の設定根拠（定点調査） 

定点 場所 設定根拠 

定点 A 白崎海洋公園 鳥類の渡りルートとして設定した保全推奨エリアが眺望で
きる。鳥類の渡りルートの利用実態を現地調査によって補完
する。 

定点 B 日ノ御崎灯台 鳥類の渡りルートとして設定した保全推奨エリアが眺望で
きる。鳥類の渡りルートの利用実態を現地調査によって補完
する。 
観察位置は灯台とその北側の広場の 2箇所あり、それぞれに
分かれて配置する。なお、春季については、北側の広場では
なく、阿尾湿地あるいは小浦岬のいずれかに配置する。 

定点 C 御坊発電所 御坊市に位置し、調整エリア 1付近を眺望できる。御坊発電
所が眺望でき、洋上風力が建設された場合、海底ケーブルが
敷設される可能性が高い場所である。 

定点 D 狼煙山 印南町に位置し、調整エリア 1付近を眺望できる。海域にや
や突き出た地形となっており、当該地を経由して渡りルート
になっている可能性がある。 

定点 E 番所山公園 白浜町に位置し、調整エリア 1及び 2付近を眺望できる。紀
南で半島状の地形となっている場所であり、当該地を経由し
て渡りルートになっている可能性がある。 

 

(A) その他 

徳島県阿南市においても環境省の「風力発電に係るゾーニング実証事業」を実施してい

ることから、和歌山県と阿南市で実施日、実施内容を調整の上鳥類の定点調査を行うこと

とした。 
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図 1.3.2-2 鳥類調査位置図 

 

【鳥類調査結果概要】 

(A) 洋上センサス調査 

現地調査では 15 科 23 種の鳥類を確認した。冬季にはウミネコ、春季、夏季及び秋季に

はオオミズナギドリを最も多く確認した。また、数は少ないながら、カンムリウミスズメ

等のウミスズメ類も確認した。 

ウミネコなどの衝突リスクの高いカモメ類が多く確認されている美浜町から由良町に

かけての沖合や御坊市の沖合、衝突リスクの高いオオセグロカモメやセグロカモメが確認

されている白浜町の沖合の地域などが地域の海鳥を保全する上で相対的に重要な地域と

考えられた。 

 

(B) 定点調査 

現地調査では 29 科 62 種の鳥類を確認した。 

春の渡り期においてハチクマ及びサシバの渡りは定点Aと定点Bでのみ確認されており、

定点 C、D、E では渡りは一度も確認されていない。 

秋の渡り期においてハチクマ及びサシバの渡り観察数は定点 B で最も多く、次いで定点

A、定点 D、定点 E、定点 Cの順に渡り観察数が多かった。 

調査結果から、猛禽類の春と秋の渡り経路として、徳島県方面から紀伊水道を越えて和

歌山県の日ノ御崎周辺までの間が頻繁に利用されていることが考えられるため、定点 A か

ら定点 B の地点を含むエリアを猛禽類の渡りについて注意が必要なエリアに設定すること

が考えられる。 

なお、本結果は不確実性が伴うため、事業者による風力発電設備の配置等の検討に当た

っては、専門家等からの助言を踏まえた鳥類に対する適切な調査、予測及び評価を行い、

その結果を踏まえ、環境保全措置を講ずることにより、鳥類への影響を回避又は極力低減

する必要がある。 
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(3) ヒアリングの実施 

環境保全や社会的状況、事業性などに関する情報を収集するため、有識者や関係者へヒアリ

ングを行った。その際に得られた情報について以下に整理した。 

 

① 生物情報 

生物情報の整理結果を以下に示す。 

 

表 1.3.2-5（1） ヒアリングにより得られた生物情報 【1/2】 

項目 生息情報 

鳥類 ・鳥の渡りルートとして、日ノ御埼を含めた周辺一帯を通過している。 

・冬鳥としてウミアイサなどのカモ類、ウ類、カモメ類が広く海域に飛来し越

冬している。アビ類やウミスズメが多く飛来する年もある。 

・ウミネコ：由良町の白崎海岸から日高町・美浜町で繁殖している。日高町の

鹿尾菜島(ひじきしま)が大きな繁殖地であり、弁天島の営巣地は県指定文化

財となっている。 

・ウチヤマセンニュウ：みなべ町の沖にある鹿島、田辺湾の畠島、すさみの沖

ノ黒島、陸ノ黒島、古座の鯛島、九龍島、潮岬周辺で繁殖している。 

・アマツバメ：すさみの天鳥島、陸ノ黒島、沖ノ黒島、古座の九龍島、串本の

橋杭岩、臼島に繁殖地がある。 

・ツル類：ナベヅルが御坊で越冬しており、美浜町から日ノ御埼方面に飛んで

いく個体が観察されている。四国で飛び立った同個体数が、和歌山で観測さ

れていることもあり、越冬期間中も行き来しているものと考えられる。以前

にはカナダヅルやアネハヅルも越冬している。 

・ミズナギドリ類：オオミズナギドリ（国内繁殖種）が春から夏に見られる他、

ハシボソミズナギドリなどが沿岸域を往来している。 

・カンムリウミスズメ：串本町や白浜周辺で漁師や海岸利用者から目撃情報が

あり、また衛星を使ったデータ調査でも 5月、6月に確認され、繁殖が期待

されている。 

・ハヤブサ：和歌山県海岸で営巣しており、留意が必要である。 

海棲哺乳類 ・当該海域周辺に生息する種としては、コビレゴンドウ、オキゴンドウ、カズ

ハゴンドウ、ハナゴンドウ、バンドウイルカ、カマイルカ、スジイルカ、マ

ダライルカ、シワハイルカが挙げられる。その他、ユメゴンドウ、コマッコ

ウ、マッコウクジラ、ミンククジラ、ザトウクジラ、セミクジラ、シャチな

ども見られる。 

・黒潮の流路は変化するものの、特に黒潮内側の海域が海棲哺乳類にとって重

要な海域である。 

コウモリ ・鳥類のアマツバメと同様、コウモリも沿岸の崖の割れ目を利用しているもの

と考えられる。 

・海岸にいるのは洞窟性コウモリで、ヒナコウモリ、ユビナガコウモリ、モモ

ジロコウモリが優占して生息している。 

・白浜の千畳敷と高知県の龍河洞をユビナガコウモリが行き来をしていること

が分かっている。 
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表 1.3.2-5（2） ヒアリングにより得られた生物情報 【2/2】 

項目 生息情報 

ウミガメ類 ・アカウミガメの本州最大の産卵場がみなべ町にある。その他、串本町周辺に

産卵場が点在している。すさみ町周辺ではほとんど見られない。 

・アカウミガメは産卵期に産卵地沿岸に滞留するとは限らず、和歌山県と徳島

県を移動する個体もある。それら回遊域は美浜町～白浜町の沿岸とそこから

四国に向かう沖合であり、伊島～日ノ御碕を結ぶラインまで北上しているこ

とが衛星追跡によって確認できている。 

・沿岸部ではアオウミガメが年中見られる。餌場として利用しているものと思

われる。 

サンゴ類 ・サンゴ類は白浜から串本の間（枯木灘）の水深 50m 以浅に多く、特に串本周

辺は密度が高い。 

・造礁サンゴの主要な分布域は水深 30m 以浅であり、和歌山県では沿岸部に限

られる。 

・無藻性サンゴ類（非造礁性）は沖合に点在して分布しており、水深 100～200m

で見られる。水深 300m でも見られ、特に水深 200m で多く見られる。生息す

る場所は岩礁底であり、そういったところは種の多様性が高く、貴重である。 

その他 ・オオカワリギンチャク群生地がみなべ町沖にあり、県指定文化財となってい

る。 

・沿岸部の砂質環境にはマガキガイ等の巻貝類が多く生息するが、当該地域特

有の貝類は比較的少ない 
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② 社会的状況 

洋上風力発電においては、自然環境や生態系、景観等への影響の他に、漁業、船舶の航行な

どの先行利用への影響が懸念されることから、その導入にあたっては、地域の実情を踏まえて

対応を行っていく必要がある。 

そこで、対象海域及びその沿岸域における社会的な調整が必要な関係者・関係団体等に対し

て、ゾーニングマップに反映することを目的として、聞き取り調査を実施した。 

ヒアリング内容を表 1.3.2-6 に示す。また、聞き取り調査票を巻末資料 6、聞き取り結果を

巻末資料 3に示す。 

 

 

表 1.3.2-6 ヒアリング内容（社会的状況） 

項目 ヒアリング内容 ヒアリング方法 

漁業の操業状況  ・漁業協同組合の規模 

・許可漁業、自由漁業の操業実態 

・その他、洋上風力発電施設に対する意見 

調査票への記入 

対面での聞取り（一部） 

 

船舶の航行状況等 ・洋上風力発電施設に対する懸念事項、留意事項 

・その他、意見 

調査票への記入 

対面での聞取り（一部） 

航空機への影響 ・施設に与える影響等 電話での聞取り 

観光産業への影響 ・フォトモンタージュを見ての意見（択一選択） 

・観光産業に与える影響 

・設置業者や県に求める配慮事項 

調査票への記入 

対面での聞取り（一部） 
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【漁業】 

和歌山県沖は、漁業権等の行使されている海域であり、海域占用に当っては漁業権者の同意

が必要となる。そのため、ゾーニング範囲と一部周辺漁協及び近隣県の漁業連合組合において

操業実態や洋上風力発電施設導入に対する意見を得ることを目的とした。 

「漁業の操業状況」のヒアリング結果概要を以下に示す。 

 

表 1.3.2-7 社会的状況の結果概要 【漁業】 

項目 結果概要 

漁業の操業状況 【許可漁業、自由漁業の操業実態】 

・紀北～紀中地区 

洋上風力発電により操業上の支障が大きい小型底びき網、船曳網の操業

は、紀北～紀中地区中心で紀南地区での操業は無い。 

・紀中～紀南地区 

中型まき網の操業は、紀南地区の漁業者は紀中方面での操業でむしろ紀

中地区の漁業者が紀南地区地先で操業している。棒受網は、潮岬より東

側での操業となっている。 

延縄は、紀南地区の漁業者は潮岬より東側で操業している。紀中地区の

漁業者に紀南地区沖での操業実態がある。 

サンゴ漁は、紀中地区から紀南地区の 100ｍ以深の海域で操業されてい

る。 

・和歌山県沿岸での操業実態 

以上のように和歌山県沿岸域は漁業で高度に利用され、ゾーニング対象

範囲全域で漁業操業実態が見られる。 

 

【その他、洋上風力発電施設に対する意見】 

・紀北地区(和歌山市、海南市) 

紀北地区では、小型底びき網漁業者による調整エリア 1の重要性の意見

及びケーブルアンカーによる操業支障がある他、船曳網漁業者による潮

流変化の懸念の意見や漁獲減を懸念する意見がある。また、直接、調整

エリア 1での操業がない漁協においては台風時による破損、漂流による

被害を懸念する意見がある。 

・紀中地区(有田市～みなべ町) 

調整エリア 1が近い紀中地区では、「洋上風力反対」の意見が多かった。

その理由としては、操業支障、電磁波による漁業影響、漁獲減が多く、

台風により破壊されて不可能であるとの意見も見られた。一部の漁協で

は調査用紙への記入について、協力を得られず、洋上風力への抵抗はか

なり大きい。 

・紀南地区(田辺市～新宮市) 

紀南地区では、定置漁業を主力とする潮岬より東側に位置する一部漁協

が回遊経路変化による漁業影響を懸念する声があった。一方で、経済効

果、観光振興、魚礁効果を期待する声もあり、基金を設立して継続的に

地元漁業の振興に役立てたい思いがある。 
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ゾーニング対象範囲での操業状況の図面を重ね合わせたものを以下に示す。 

 

 

図 1.3.2-3 ゾーニング対象範囲での操業実態 
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【船舶、航空機】 

洋上風力発電施設の導入にあたっては、海域での通行船舶への影響が懸念されるため、対象

海域での利用状況や留意事項を把握することを目的とした。また、ゾーニング範囲には南紀白

浜空港が近接するなど、航空機が安全に離着陸するための区域や施設に対する影響が懸念され

るため、対象海域での利用状況や留意事項を把握することを目的とした。 

「船舶の航行状況」及び「航空機への影響」のヒアリング結果概要を以下に示す。 

 

表 1.3.2-8 社会的状況の結果概要 【船舶、航空機】 

項目 結果概要 

船舶の航行状況等 洋上風力発電施設に対する懸念事項、留意事項では、船舶交通量が多い

海域への洋上風力発電施設の設置にあたっては、海難事故発生防止の観点

から避けて設定する、地域における協議会(海上保安庁、海運団体を含む)

を開催する等、安全対策の十分な検討が必要等の意見が挙げられた。 

 

【懸念事項、留意点（主な意見）】 

・ゾーニング対象海域は、AIS のデーターが示す通り、船舶交通量が多い

「ふくそう海域」と「準ふくそう海域」が含まれており、洋上風力施設

等、海上構造物が設置された場合、船舶の航行海域が制限されることに

なり、海難事故の発生率が急激に上昇する恐れがある。特に、紀伊日ノ

御碕沖は外航と内航、更には漁船が入り乱れて航行しており、船舶航行

海域が制限されることにより、重大海難事故が発生しやすくなる。従い、

指定区域の設定にあたっては、航路及び交通ふくそう海域は避けて設定

していただくとともに、区域の指定にあたっては、地域における協議会

(海上保安庁、海運団体を含む)を開催する等、十二分に検討する必要が

ある。 

・和歌山県沿岸は、各種船舶が頻繁に通航する主要航路であり、また、漁

業活動が盛んな場所である。 

「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関

する法律」における、海洋の安全の確保その他の海洋に関する施策との

調和を図るため、専門的な船舶交通の安全対策の検討が図られるように

配慮願いたい。 

・「分離通航路」は、船舶交通の輻輳度が高いことから海上交通上、極め

て重要な箇所と捉えるべきと考える。 

航空機への影響 ・航空機への影響としては、航空機が安全に離着陸するための制限表面が

設定されていること、電波障害とならないことなどの意見が挙げられ

た。 

 

【施設に与える影響等】 

・地上高 60m を超える構造物には航空障害燈の設置が義務付けられてい

る。 

・電波障害がないか確認をすること。 

・反射物があると VOR に異常が生じる。留意すべき範囲は水平仰角 1.2°

で半径 5km。また、風車のモーターからでるノイズの状況によっては範

囲が拡大することもあり得る。 
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【観光産業】 

和歌山県の沿岸域周辺では景勝地が存在することから旅館業やダイビング業などの観光産

業が盛んである。そのため、洋上風力発電施設の導入にあたっては景観への影響が考えられ、

観光産業への入込客数への影響も懸念される。そのため、ゾーニング範囲における観光協会及

び主要な観光業の一部を対象に洋上風力発電施設導入への意見を把握することを目的に聞取

りを実施した。なお、回答が定量的にとりまとめられるような設問を含めた。 

「観光産業への影響」のヒアリング結果概要を以下に示す。 

 

表 1.3.2-9（1） 社会的状況の結果概要 【観光産業】 

項目 結果概要 

観光産業への影響 観光産業に与える影響では、洋上風力発電施設が本地域の観光の主力と

なる景観を損なうこと、釣りやダイビング客への影響が気になるという意

見があった。また、観光資源の一つである水産加工物をはじめとする食へ

の影響も懸念する意見があった。 

一方、洋上風力発電施設がビューポイントととして期待される意見もあ

った。 

設置業者や県に求める配慮事項では、地元関係者をはじめ、十分な協議

が必要であること、台風などの災害時での安全確保を求める意見がみられ

た。 

【観光産業に与える影響（主な意見）】 

・水産業への影響が出る場合、観光の重要な要素である「食への悪影響が

考えられる。 

・設置されることで、景観に対する影響がでると考える。 

・設置されたらビューポイントのひとつにはなると思われる。 

・釣りやダイビングに訪れる方も多く、それらへの悪影響が考えられる。 

・海岸線から近くに存在すると景観を損なうと考えるが、沖合であれば問

題ないと考える。 

・観光スポットや宿泊施設の魅力を損ね、観光客の満足度が低下すること

が考えられる。 

【設置業者や県に求める配慮事項（主な意見）】 

・陸上域からの見え方は大事と考えるので、自然景観との調和を壊すほど

近距離では問題が多い。特に、熊野古道等歴史景観の場合は、昔ながら

の価値を求めてくる方が少なくないので、配慮が必要。 

・設置場所となる市町村、関係者と事前協議の上、地元関係者の意見を反

映されたい。 

・建設の際、海洋・海底の汚濁等ないようお願いしたい。また、台風の際

は、非常に高い波と強風が生じるため、施設が破損、流出しないよう十

分な強度でお願いしたい。 
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表 1.3.2-9（2） 社会的状況の結果概要 【観光産業】 

項目 結果概要 

観光産業への影響 【フォトモンタージュを見ての意見】 

・洋上風力発電施設（風車）が建設された場合、本景観は、観光産業に携

わる者としてどう感じますか？ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・洋上風力発電施設（風車）が建設された時に観光地として推奨しますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大風車群はビューポイントとしてツアーに組み込むことはできますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大変良い, 2

良い, 1

普通, 3悪い, 6

とても悪い, 2

景観に関する意見

推奨する, 2

どちらかとい
うと推奨, 1

わかならない, 
8

どちらかというと推
奨しない, 1

推奨しない, 2

観光地として推奨するか？

できる, 2

どちらかという
とできる, 2

わかならない, 7

どちらかという
とできない, 3

できない, 0

ツアーに組み込めるか？
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(4) 騒音予測 

洋上風力発電施設は年々大型化が進行しており、低コスト化につながる大型化は今後も進行

していくと考えられ、騒音による影響範囲も風車の大型化に伴い拡大する可能性がある。また、

洋上風力発電施設の設置事例は現段階では少ないため、陸上の風力発電施設に比べ騒音に係る

調査事例や苦情等の情報も少ない。 

一方、ゾーニング対象範囲の海岸線の大部分は、国立公園や自然公園の指定を受けており、

自然環境が保全された地域であるとともに、当該地域に暮らす住民にとって良好な生活環境が

維持された地域となっている。このため、事業計画に際しては風車の設置に伴う騒音への影響

にも十分な配慮が求められる。 

【影響範囲設定の考え方】 

風車の設置に伴う騒音への影響にも十分に配慮するとの考え方より、現段階で風車を製造す

るメーカーより公表されている最大規模（1 基当り 9.5MW）の風車が稼働した場合を想定し、

騒音レベルを距離減衰式により予測を行い、影響範囲を設定することとした。 

洋上風力発電では、採算性の観点から、複数の洋上風力発電施設を設置し、一定規模以上の

発電量を得ることが求められる。現在行われている環境影響評価においては、総出力が 500MW

程度の規模の計画が多く見られることから、9.5MW 相当の風車が 50 基程度設置されることが

現実的に想定される事業計画であると言える。 

したがって、本想定を基に 50 基程度の風車が設置された場合について、海岸に予測地点を

仮設定し、予測値（風車からの寄与騒音+残留騒音）が 40dB 以下※になる風車と予測地点との

距離をゾーニングマップにおける海岸からの離岸距離とし、その内側が騒音による影響が生じ

る可能性がある範囲とした。 

 

※「風力発電施設から発生する騒音等への対応について（平成 28 年 11 月、風力発電施設から発生

する騒音等の評価手法に関する検討会）」で示される指針値「残留騒音+5dB」を参考とし、残留騒

音は特に静穏を要する地域や地域における保存すべき音環境がある場合に設定される35dBを用い

た。 

 

 

 

 

〇その他予測条件 

・ ゾーニング対象範囲の海岸線が概ね南西側に開けていることを考慮し、南西方向に開け

た海岸に風車を設置する場合を想定。 

・ 風車 50 基（1基当り 9.5MW）を、予測地点に対して騒音が最大値となるように配置。 

・ ゾーニング対象範囲の高度 100m 地点（9.5MW 相当の風車のハブ高）の卓越風向が北向き

であるため、風車の配置間隔は、卓越風向（北）に対して 1,640m（風車直径の 10 倍）、

東西方向に 492m（風車直径の 3倍）とした。 

・ 音源のパワーレベルは 107.8dB とした。 

・ 大気による減衰、地表面による反射・減衰効果を考慮した。遮蔽や風向きの影響等は考

慮していない。 
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【予測結果】                    表 1.3.2-10 騒音レベル予測結果 

予測計算の結果、海岸線から 1,800m 離れた際に

指針値である 40dB 以下となることより、海岸線か

らの離岸距離を 1,800m とし、その内側を保全推奨

エリアに設定した（予測計算の詳細は巻末資料 5参

照）。 

なお、本予測で求めた騒音に関する離隔距離は、

風車からの騒音に対して配慮すべき範囲を目安と

して示したものであり、前述のとおり、残留騒音は、

「特に静穏を要する地域や地域における保存すべ

き音環境がある場合に設定される値」を設定してい

る。事業計画に際しては、事業者自らが騒音調査を

実施するなどにより、適切な残留騒音を設定し、風車の立地による騒音への影響を評価する必

要がある。 

 

【超低周波音・低周波音について】 

超低周波音・低周波音※については、環境省公募による研究として平成 22～24 年度にかけて、

全国 29 箇所の風力発電施設の周辺計 164 地点で風車騒音の実測調査が行われている。これに

よると、風車騒音の超低周波音領域の成分は、知覚できないレベルであることが分かっている。

また、環境省による「風力発電施設から発生する騒音に関する指針」（2017 年 5 月、環境省）

では、国内外の風車騒音に係る研究を広く整理したうえで、風力発電施設から発生する超低周

波音・低周波音と健康影響について明らかな関連を示す知見が確認されなかったことが報告さ

れている。 

したがって、本ゾーニングでは騒音による影響範囲の設定を行ったが、実際の事業計画に際

しては、計画時における騒音等に係る最新の知見を踏まえて、適切に環境影響評価を行う必要

がある。また、超低周波音については、最新の情報・知見を注意深く参考にしながら、影響に

ついて検討しなければならない。 

 

※「よくわかる低周波音」（平成 19年 2月、環境省水・大気環境局大気生活環境室）によると、

音の中でも低い音で、概ね 1～100Hz の音を低周波音、その中でも人間の耳では聞き取りにく

い音（20Hz 以下の音）を超低周波音と呼ぶとされている。また、環境影響評価では、可聴音

（人の耳で聞き取りやすい周波数域で 20～20,000Hz 程度）を「騒音」、超低周波音域（1～20Hz）

を「超低周波音」と定義して環境影響評価の環境要素としている。 

 

 

風車と予測地点 
との距離（m） 

寄与騒音 
ﾚﾍﾞﾙ（dB） 

予測結果 
（dB） 

1,000 42.78 43 

1,100 42.17 43 

1,200 41.60 42 

1,300 41.07 42 

1,400 40.58 42 

1,500 40.11 41 

1,600 39.67 41 

1,700 39.25 41 

1,800 38.85 40 

1,900 38.47 40 

2,000 38.10 40 
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1.4 合意形成 

本事業においては、関係者・関係機関と合意形成を図りながら事業を進めるため、図 1.3.2-1

に示す通り協議会を設置するとともに、県内関係部局からの意見を踏まえ、ゾーニングマップ

の作成を行った。さらに、個別に関係者・関係機関、有識者等からもヒアリングを実施し、ゾ

ーニングマップに反映することとした。 

今後は、バブリックコメントにより広く意見を聴取し、さらに事業者向けゾーニング説明会、

洋上風力発電の普及啓発活動の一環としてのセミナー開催等も計画しているところであり、

種々の方法により多くの意見を取り入れたゾーニングマップとしていく計画である。 

以下に主要な合意形成の手法について示す。 

 

 

事務局

検討会 和歌山県

関係課室

【委員】

自然環境、騒音、鳥類、

陸上・海棲生物、景観、

風力発電などを御専門

とする有識者の方々

【オブザーバー】

環境省

経済産業省

国土交通省

（海上保安庁を含む）

防衛省

ゾーニング範囲の市長

関係団体などの関係

機関の皆様

【関係課室】

災害対策課

環境生活総務課

自然環境室

環境管理課

観光振興課

資源管理課

都市政策課

港湾空港振興課

文化遺産課
和歌山県

産業技術政策課

ゾーニング
マップ案の提示

意見
意見

 

図 1.3.2-1 ゾーニングマップ作成体制 

 

1.4.1 検討会の開催 

風力発電、環境保全（生活環境、自然環境）、水産、地域経済を専門とする有識者を委員とし、

関係者・関係機関をオブザーバーとした「和歌山県洋上風力発電に係るゾーニング検討会」（以

下「検討会」という）を設置した。 

検討会の構成メンバーは表 1.4.1-1 に、検討会での審議内容は表 1.4.1-2 に示すとおりであ

る。 
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表 1.4.1-1 検討会構成メンバー 

区分 所属・役職等 氏名

検討会委員 東京大学　名誉教授 荒川　忠一

和歌山大学システム工学部システム工学科　教授 入野　俊夫

神戸大学大学院海事科学研究科　教授 大澤　輝夫

公益財団法人天神崎の自然を大切にする会　理事　※令和元年度まで 米本　憲市

和歌山県立自然博物館学芸課　学芸員 竹中　利明

和歌山大学観光学部観光学科　准教授 永瀬　節治

一般社団法人海洋産業研究会　顧問
横浜国立大学・神戸大学　客員教授

中原　裕幸

日本野鳥の会和歌山県支部　事務局長 沼野　正博

放送大学和歌山学習センター　所長・特任教授 平田　健正

和歌山大学経済学部経済学科　准教授 藤田　和史

近畿大学水産研究所　所長・特任教授 升間　主計

和歌山県立自然博物館学芸課　学芸員 山名　裕介

オブザーバー

防衛省　近畿地方防衛局　企画部　地方調整課

和歌山県　災害対策課

事務局 和歌山県　産業技術政策課

美浜町

御坊市

和歌山県　自然環境室

和歌山県　資源管理課

和歌山県　文化遺産課

和歌山県　環境管理課

和歌山県　都市政策課

和歌山県　港湾空港振興課

印南町

みなべ町

田辺市

白浜町

すさみ町

和歌山県　観光振興課

和歌山県漁業協同組合連合会　事務局長

和歌山県商工会連合会　専務理事

御坊商工会議所　専務理事

田辺商工会議所　専務理事

関西電力送配電株式会社　和歌山支社長

環境省　近畿地方環境事務所　環境対策課

環境省　近畿地方環境事務所　熊野自然保護官事務所

環境省　近畿地方環境事務所　田辺自然保護官事務所

経済産業省　近畿経済産業局　資源エネルギー環境部

国土交通省　近畿地方整備局　港湾空港部　海洋環境・技術課

海上保安庁　第五管区海上保安本部　田辺海上保安部

由良町

日高町

串本町

和歌山県　環境生活総務課
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表 1.4.1-2 検討会での審議内容 

回 日  時 審 議 内 容 

第 1回 平成 31 年 2 月 19 日 ・和歌山県洋上風力発電に係るゾーニング検討会の設置

について 

・ゾーニングの事業計画及び検討の進め方について 

・ゾーニングを行う上で必要となる項目の選定と収集す

る情報について 

第 2回 平成 31 年 3 月 4日 ・一次ゾーニングマップ（案）について 

・二次ゾーニングマップの作成手法について 

第 3回 令和元年 10 月 10 日 ・景観調査、ヒアリング調査結果について 

・二次ゾーニングマップ（案）について 

・ゾーニンング報告書（案）について 

第 4回 令和 2年 3月 12 日 ・パブリックコメント実施結果について 

・二次ゾーニングマップの完成・公表について 

第 5回 令和 2年 7月 10 日 令和２年度のゾーニングの実施計画及び検討の進め方 

・既存情報の収集・整理 

・鳥類調査 

・ヒアリングの実施 

・スケジュールの説明 

第 6回 令和 2年 11 月 10 日 社会的な調整が必要な項目について反映したゾーニング

マップのパブリックコメント案の確認等 

第 7回 令和2年 12月頃（予定） ゾーニングマップ案の最終確認等 
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1.4.2 地域関係者・関係機関との協議 

個別課題の調整を行うため、関係機関等を対象にヒアリングを行った。協議を実施した関係

機関等並びに協議内容の概要は、巻末資料 3に示すとおりである。 

 

1.4.3 有識者等ヒアリング 

個別課題の調整を行うため、有識者等を対象にヒアリング行い、環境保全や事業性などに関

する情報を収集した。 

 

1.4.4 パブリックコメント 

県民にゾーニングマップの作成の目的、地域における洋上風力発電のあり方を理解いただき、 

幅広く意見を募集するため、パブリックコメントを実施した。パブリックコメントによる意見

募集の概要は以下に示すとおりである。なお、本年度については今後実施予定である。 

 

パブリックコメント 

【令和元年度】 

○募集対象：ゾーニングマップ及びゾーニング報告書【自然環境編】（案） 

○募集期間：令和 2年 2月 17 日（月）～2 月 28 日（金） 

○募集資格：なし 

○資料閲覧方法：和歌山県ホームページ、資料閲覧（県庁産業技術政策課、各振興局企

画産業課） 

○意見提出方法：郵送、FAX、電子メール 

○意見の取扱：令和元年度に実施予定の「第 4 回 和歌山県洋上風力発電に係るゾーニ

ング検討会」にて検討の参考とし、ゾーニングマップ及びゾーニング報告書 【中間取

りまとめ】と併せて公表する。 

【令和 2 年度】予定 

○募集対象：ゾーニングマップ及びゾーニング報告書（案） 

○募集期間：令和 2年 12 月頃予定 

○募集資格：なし 

○資料閲覧方法：和歌山県ホームページ、資料閲覧（県庁産業技術政策課、各振興局企

画産業課） 

○意見提出方法：持参、郵送、FAX、電子メール 

○意見の取扱：令和 2 年 12 月実施予定の「第 7回和歌山県洋上風力発電に係る 

ゾーニング検討会」にて検討の参考とし、ゾーニングマップ及びゾーニング 

報告書と併せて公表する。 
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1.4.5 その他の情報交換・意見聴取 

① 事業者向けゾーニング説明会 

事業者による洋上風力発電事業の適切な立地を促すため、事業者向けのゾーニング説明会を

開催した。事業者向けゾーニング説明会の概要は以下に示すとおりである。なお、本年度につ

いては今後実施予定である。 

 

事業者向けゾーニング説明会イメージ 

【令和元年度】 

○説明内容：ゾーニング趣旨、内容の説明 

○実施時期：令和 2年 3月 25 日（水） 

○開催場所：和歌山県民文化会館 特別会議室 B 

○開催規模：80 人程度を想定 

○その他：説明会参加者にアンケートを実施し、ゾーニングに対する意見、事業可能性の検討等

を確認する。 

【令和 2 年度】 

○説明内容：ゾーニング趣旨、内容の説明 

○実施時期：令和 3年 3月【予定】 

○開催場所：和歌山市内を予定 

○開催規模：80 人程度を想定 

○その他：説明会参加者にアンケートを実施し、ゾーニングに対する意見、事業可能性の検討等

を確認する。 

 

② 普及啓発イベント 

洋上風力発電の理解の促進を図るとともにゾーニング結果や取組みを周知するため、洋上風

力発電に関するフォーラムを実施する。フォーラムの概要は以下に示すとおりである。なお、

本年度については今後実施予定である。 

 

県民向けフォーラム 

【令和元年度】 

○説明内容：有識者による講演、ゾーニング趣旨、内容の説明 

○実施時期：令和 2年 2月 24 日（月） 

○開催場所：和歌山県田辺市内（和歌山県立情報交流センターBig・U） 

○開催規模：70 人 

○その他：フォーラム参加者にアンケートを実施し、ゾーニングに対する意見、要望等を確認。 

【令和 2 年度】 

○説明内容：有識者による講演、ゾーニング趣旨、内容の説明 

○実施時期：令和 3年 2月【予定】 

○開催場所：和歌山県田辺市内 

○開催規模：200 人 

○その他：フォーラム参加者にアンケートを実施し、ゾーニングに対する意見、要望等を確認。 
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③関係市町との意見交換会 

洋上風力発電の導入検討に際しては、関係市町の理解を得、意見を取り入れていくことが重

要なため、関係市町等との意見交換会を実施した。 

 

  【令和元年度】 

関係市町との意見交換会① 

○説明内容：二次ゾーニングの結果について 

○実施時期：令和元年 10 月 2日（水） 

○開催場所：和歌山県御坊市内（御坊保健所中会議室） 

○参加市町：由良町、美浜町、日高町、御坊市、印南町、みなべ町、日高振興局 
 

関係市町との意見交換会② 

○説明内容：二次ゾーニングの結果について 

○実施時期：令和元年 10 月 2日（水） 

○開催場所：和歌山県田辺市内（西牟婁振興局 2 階小会議室） 

○参加市町：田辺市、白浜町、すさみ町、串本町、西牟婁振興局 
 

関係市町との意見交換会③ 

○説明内容：ゾーニング報告書（案）について 

○実施時期：令和 2年 3月 12 日（木） 

○開催場所：和歌山県和歌山市内（和歌山県庁２階会議室） 

○参加市町：日高町、美浜町、御坊市、田辺市、串本町 

 

【令和 2年度】 

関係市町との意見交換会① 

○説明内容：ゾーニング報告書（案）について 

○実施時期：令和 2年 10 月 27 日（火） 

○開催場所：和歌山県御坊市内（御坊保健所大会議室） 

○参加市町：由良町、美浜町、日高町、御坊市、印南町、みなべ町、日高振興局 
 

関係市町との意見交換会② 

○説明内容：ゾーニング報告書（案）について 

○実施時期：令和 2年 10 月 27 日（火） 

○開催場所：和歌山県田辺市内（西牟婁振興局中会議室Ｃ） 

○参加市町：田辺市、白浜町、串本町、西牟婁振興局、東牟婁振興局 
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1.5 ゾーニングの検討方法 

1.5.1 エリアの種類 

ゾーニングマップは、「保全エリア」、「保全推奨エリア」、「調整エリア」の 3種類でゾーニ 

ングタイプの区分を行う。そのうち、保全エリア、保全推奨エリアは環境保全に係る情報か

らさらに、生活環境等によるもの、生物の多様性・自然環境・自然との触れ合いによるもの、

法令等により指定された保護地域の情報、社会的状況に係る情報によるものに区分した。 

 

表 1.5.1-1 エリア区分 

エリア区分 考え方 

保全エリア 

・環境保全に係る情報（生活環境等） 

・環境保全に係る情報（生物の多様性、自

然環境、自然との触れ合い） 

・環境保全等の法令等により指定された保

護地域の情報 

・社会的状況に係る情報 

環境保全等の法令や社会的状況等により大きな制約

がある又は重大な環境影響、人間活動への影響が懸

念される等により保全するべきエリア 

保全推奨エリア 

・環境保全に係る情報（生活環境等） 

・環境保全に係る情報（生物の多様性、自

然環境、自然との触れ合い） 

・環境保全等の法令等により指定された保

護地域の情報 

・社会的状況に係る情報 

「風力発電施設の審査に関する技術的ガイドライ

ン」（環境省）をはじめ、経済産業省や国土交通省、

NEDO が公表しているガイドライン・技術指針等によ

り保全することが推奨されている又は環境影響、人

間活動への影響が懸念される等により保全すること

が推奨されるエリア 

調整エリア 

保全エリア及び保全推奨エリア以外のエリアであ

り、環境影響が比較的小さいと考えられるエリアで、

今後、社会的事項や事業性を踏まえた上で、事業の

可能性について検討していくエリア 
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1.5.2 風車規模の想定 

洋上風力発電として導入が想定される風車諸元として、現段階で導入が確実な 9.5MW の風車

（全長：187m、ハブ高：105m、ブレード直径：164m）を想定した。 
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1.5.3 ゾーニングマップの作成手順 

ゾーニング事業のスケジュールと検討の進め方は図 1.5.3-1 に示すとおりである。 

 

到達目標 検討会の流れ

令和2年度

ゾーニングマップの
完成・公表

【第1回検討会】（平成31年2月10日）
・ゾーニングに用いる項目の検討
・事業スケジュールの確認
・洋上風力発電についての講演

・実施計画書の作成

【現地調査】
・鳥類調査（調整エリアを主体に実施）
【ヒアリング調査】
・社会的調整が必要な事項を中心に関係機
関にヒアリング実施

実施項目年度

・ゾーニングマップ（素案）の作成

・パブリックコメント（12月頃）

・ゾーニングマップ（案）の作成

・ゾーニングマップの公表

・事業者向けゾーニング説明会（3月）

【第6回検討会】（令和２年11月10日）
・社会的調整が必要な事項を反映したゾーニング
マップ（素案）の検討

【第7回検討会】（令和２年12月頃）
・ゾーニングマップ（案）の最終確認

ゾーニングマップの
更新

令和3年度
以降

・作成したゾーニングマップについて、情報更新を行い、必要に応じてエリアの設定の見直し
を行う。

・普及啓発フォーラム（2月頃）

平成30年度

一次ゾーニングマッ
プ（既存情報を収集
しマップ化したも
の）の作成

令和元年度

【第2回検討会】（平成31年3月4日）
・一次ゾーニングマップ（案）のエリア設定の考
え方、条件等についての検討
・二次ゾーニングマップ作成手法の検討

・ゾーニングに用いる項目の抽出
・既存資料の収集・整理

・一次ゾーニングマップ（案）のエリア設
定の考え方、条件の検討
・二次ゾーニングマップ作成手法（有識者
ヒアリング、景観調査）の整理

・一次ゾーニングマップ（案）の作成

【第５回検討会】（令和２年7月10日）
・今年度検討内容について

ゾーニングマップ
（自然環境編）

の公表

【第3回検討会】（令和元年10月10日）
・ゾーニングマップ（案）について検討

【第4回検討会】（令和2年3月12日）
・ゾーニングマップ（案）について検討

・有識者ヒアリング、景観調査を踏まえた
ゾーニングマップ（案）の作成

・パブリックコメント
（令和2年２月17日~28日）

・県民向けフォーラム
（令和2年２月24日）

・パブリックコメントを反映したゾーニン
グマップ（案）の作成

・ゾーニングマップの公表（令和2年3月）

・事業者向けゾーニング説明会
（令和2年3月）

 

図 1.5.3-1 ゾーニング事業のスケジュールと検討の進め方 
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1.5.4 レイヤー情報 

収集したレイヤー情報を表 1.5.4-1 に示す。 

本報告書では、「自然環境の保全に係る項目」及び「社会的調整が必要な地域や事業性に係る

情報」について広く収集した。 

レイヤー情報を表 1.5.4-1 に示す。 

 

表 1.5.4-1(1) レイヤー情報 

No 分類１ 分類２ レイヤー名 GIS 備考

1 学校 ○

2 病院 ○

3 福祉施設 ○

4 図書館 ○

5 建物（住居） ○

6 居住区域 「5 建物（住居）」と同じ

7 用途地域 ○

8 騒音及び風車の影に係る離隔距離 ○

9 学校 「1 学校」と同じ

10 病院 「2 病院」と同じ

11 福祉施設 「3 福祉施設」と同じ

12 図書館 「4 図書館」と同じ

13 建物（住居） 「5 建物（住居）」と同じ

14 居住区域 「5 建物（住居）」と同じ

15 用途地域 「7 用途地域」と同じ

16 騒音及び風車の影に係る離隔距離 ○

17 日本の地形レッドデータ ○

18 日本ジオパーク、世界ジオパーク ○

19 地方公共団体の重要な地形・地質 ○

20 イヌワシ・クマタカ２次メッシュ情報 ○

21 オオワシ・オジロワシ２次メッシュ情報 該当なし

22 渡りをするタカ類集結地２次メッシュ情報 ○

23 鳥類の渡りルート ○

24 鳥類の渡りルート（ヒアリング結果） ○

25 重要種の分布 ○

26 ガン類・ハクチョウ類の主要な集結地２次メッシュ情報 ○

27 ナベヅル飛来地 ○

28 シギ・チドリ類モニタリングサイト１０００ 該当なし

29 海鳥繁殖地 ○

30 鳥を指標とした重要生息環境（IBA） 該当なし

31
日本の「東アジア・オーストラリア地域渡り性水鳥重要生息
地ネットワーク（EAAFP）」参加地

該当なし

32 コクガンの行動圏に関する情報 該当なし

136 鳥類現地調査(定点調査） ○

137 鳥類現地調査（洋上センサス調査） ○

33 コウモリ洞分布 ○

34 コウモリ分布 ○

35 海棲生哺乳類確認情報 ○

36 ウミガメ産卵地 ○

37 絶滅危惧種（動物）の分布情報 ○

38 その他の動植物分布情報 ○

39 植生自然度図 ○

40 特定植物群落 ○

41 絶滅危惧種（植物）の分布情報 ○

環境保全に係る情
報（生活環境等）
のレイヤー

環境保全に係る情
報（生物の多様
性、自然環境、自
然との触れ合い）
のレイヤー

動物

植物

重要な地形及び地
質

騒音等

風車の影
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表 1.5.4-1(2) レイヤー情報 

No 分類１ 分類２ レイヤー名 GIS 備考

42 重要里地里山 ○

43 重要湿地 ○ 串本町沿岸部

44 生物多様性のための重要地（KBA） ○

45 干潟 ○ 日高港、内之浦等に分布

46 藻場 ○ 沿岸部に広く分布

47 サンゴ礁 ○
白浜町～串本町にかけての沿
岸部に分布

48 重要海域（沖合表層域、沖合海底域） ○ 黒潮本流海域

49 重要海域（沿岸域） ○ 和歌山県沿岸部に広く設定

50 景観資源 ○

51 景観の主な眺望点 ○

52
和歌山県景観計画で定める熊野参詣道(大辺路)特定景観形成
地域内の眺望点からの景観

○

53 その他の眺望点からの景観 ○

54 長距離自然歩道 ○

55 海水浴場 ○

56 潮干狩り場 該当なし

57 観光資源 ○

58 国立公園 ○ 吉野熊野国立公園

59 国定公園 ○

60 県立自然公園 ○
白崎海岸県立自然公園
煙樹海岸県立自然公園

61 原生自然環境保全地域（国指定） 該当なし

62 自然環境保全地域（国指定） 該当なし

63 自然環境保全地域（県指定） ○

64 生息地等保護区 生息地等保護区 該当なし

65 鳥獣保護区（特別保護地区） ○

66 鳥獣保護区 ○

67 世界遺産地域及び緩衝地帯 ○

68 世界遺産暫定一覧表記載遺産等の候補地 該当なし

69 追加登録候補地 該当なし

70 核心地域 該当なし

71 緩衝地域 該当なし

72 移行地域 該当なし

73
ラムサール条約湿
地

ラムサール条約湿地 ○ 串本町沿岸部

74 海岸保全区域 ○

75 低潮線保全区域 ○ 潮岬沖

76 特定景観形成地域 ○

77 景観重要建造物 ○

78 景観重要樹木 該当なし

79 景観地区 該当なし

80 準景観地区 該当なし

81 風致地区 ○

82 緑地保全地域 該当なし

83 歴史的風土保存区域及び特別保存地域 該当なし

84 重要文化的景観 該当なし

85 国指定文化財等 ○

86 選定文化財 該当なし

87 都道府県・市町村指定文化財等 ○
オオカワリギンチャクの生息
地

88
自然再生事業の対
象となる区域

自然再生事業対象区域 該当なし

89
その他の条例等に
よる指定区域

その他地方公共団体の条例により指定された保護地域等 該当なし

環境保全に係る情
報（生物の多様
性、自然環境、自
然との触れ合い）
のレイヤー

環境保全等の法令
等により指定され
た保護地域のレイ
ヤー

文化財

景観等関連

国土保全等の観点
からの指定地域等

景観

自然との触れ合い
の活動の場

自然公園

自然環境保全地域

鳥獣保護区

世界遺産

生物圏保存地域
（ユネスコエコ
パーク

重要な自然環境の
まとまりの場
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表 1.5.4-1(3) レイヤー情報 

No 分類１ 分類２ レイヤー名 GIS 備考

90 制限表面 ○ 南紀白浜空港

91 航空路監視レーダー 該当なし

92 レーダー（自衛隊、在日米軍） ○

138 VOR ○

93 電波法 伝搬障害防止区域 ○

94 気象レーダー、波浪観測位置 ○ GPS波浪計等

95 海洋短波レーダ ○
紀伊水道海洋短波レーダ観測
エリア

96 法令で定められた航路 該当なし

97 主な定期航路 ○

98 衝突海難情報 ○

99 緊急確保航路 ○

100 分離通航路 ○

101 船舶交通量 ○

102 自衛隊施設 ○

103 在日米軍施設・区域 該当なし

104
海上保安庁利用海
域

射撃訓練海域 ○ 紀伊水道南方

140 防衛省利用海域 訓練海面 ○

105 港湾 ○

106 港湾区域 ○

107 港湾隣接地域 ○

108 港則法適用港 ○

109 港則法びょう地 ○

110 港則法区域 ○

111 錨泊地（由良ドック） ○

112 漁港区域 漁港区域 ○

113 一般海域 一般海域
海岸・港湾等の区域以外の沖
合等の海域

114 漁業権設定区域 ○

115 水産資源保護水面 該当なし

116 魚礁 ○

139 漁業操業実態 ○

117 河川 河川 ○

118 JAMSTEC DONET ○ ゾーニング対象範囲外の南側

119 その他の海底ケーブル ○ 日御碕沖、串本町沖等

120 その他の利用海域 瀬戸臨海実験所調査地点 ○ 白浜町沖

121 平均風速 ○

122 風向

123 水深 ○

124 傾斜 ○

125 海底地形

126 海底地質 ○

127 送電線 ○

128 発電所・変電所等 ○

129 港湾 ○

130 既設の風力発電所 ○

131 計画中の風力発電所 ○

132 台風経路 ○

133 活断層

潮岬沖の南海トラフ沿いに海
底活断層がみられるが、ゾー
ニング範囲内には確認されて
いない

134 南海トラフ震源域 ゾーニング範囲全域が震源域

135 沖合の津波高

漁場等

気象等

社会的調整が必要
な地域等のレイ
ヤー

ケーブル類

風況

地形等

事業性に係る情報
のレイヤー インフラ

防衛関係施設等

航路等

港湾区域等

気象・海象レー
ダー等

航空法等
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2. ゾーニング結果 

2.1 ゾーニングマップ 

2.1.1 ゾーニングマップ 

ゾーニングにあたっては自然環境保全の観点から行うこととしており、社会性や事業性につ

いては留意事項として整理しマップには反映していない。そのため、環境保全に係る項目から

ゾーニングマップを作成している。ゾーニングマップは図 2.1.1-1 に示す。 

各エリアの概要を表 2.1.1-1 に示す。 

 

表 2.1.1-1 各エリアの概要 

エリア 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

保全 

エリア 

環境保全に係る情報（生活環境等） - 該当情報なし 

環境保全に係る情報（生物の多様性・

自然環境・自然との触れ合い） 
- 該当情報なし 

環境保全等の法令等により指定され

た保護地域 
211.8 

国立・国定公園、県立自然公園、

ラムサール条約湿地、天然記念

物等 

社会的調整が必要な地域等 37.9 
航空法による制限表面、 

緊急確保航路 

計 242.0  

保全推奨 

エリア 

環境保全に係る情報（生活環境等） 
369.6 

(157.2) 

騒音及び風車の影に配慮が必

要な範囲として海岸線から

1800mの範囲（風車規模9.5MW50

基を想定した場合）※計算条件

等の詳細は巻末資料 5 を参照 

環境保全に係る情報（生物の多様性・

自然環境・自然との触れ合い） 

1,411.6 

(1,172.0) 

重要種の分布、干潟、藻場、サ

ンゴ礁、重要海域（沿岸域）等 

環境保全等の法令等により指定され

た保護地域 

42.2 

(12.3) 

海岸保全区域、低潮線保全区域

等 

社会的調整が必要な地域等 791.7 VOR、船舶交通量 

計 
1,519.0 

(1,277.0) 
 

調整 

エリア 

調整エリア 1（水深 200m 未満） 285.6 ゾーニング対象範囲のうち、 

保全エリア、保全推奨エリア 

以外のエリア 

調整エリア 2（水深 200m 以上） 1,279.3 

計 1,564.9 

ゾーニング対象範囲 3,083.7  

※1.各エリアは重複範囲があるため、エリア内の個別面積の合計とエリア全体の面積は一致しない。 

※2.保全推奨エリアの面積のうち、（ ）内の面積は保全エリアとの重複箇所を除いて算定したものである。 

※3.四捨五入の関係でゾーニング対象範囲の面積と各エリアの面積の合計が一致しない場合がある。 

※4.世界遺産等の景観への影響については、エリア設定は行わず、世界遺産等の景観に影響があると考えられる

範囲として別途整理した。 
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図 2.1.1-1 ゾーニングマップ（案） 

世界遺産等の景観に影響があると考えられる範囲 

※紀伊山地の霊場と参詣道は「霊場」と「参

詣道」及びそれらを取り巻く「文化的景観」

が認められた世界遺産です。表示された範

囲は、留意すべき眺望点からの可視領域

で、世界遺産等の景観環境に影響があると

考えられる範囲ですので、遺産影響評価の

手続きが求められます。 

※本ゾーニングマップは環境保全に係る事項を用いて作成しており、社会性及び

事業性に係る事項は考慮していません。本報告書に記載の「事業計画における

留意事項」を必ず参照してください。 

また、本ゾーニングでは現段階で導入が確実な 9.5MW クラスの風車を想定し、

エリア設定を行っています。今後さらなる大型化が見込まれることから、実際

に導入される風車規模に併せて保全エリアや保全推奨エリアを風車規模に見合

った範囲に見直すなど、事業計画検討時は留意してください。 

なお、本ゾーニングマップは、「保全推奨エリア」や「保全エリア」での事業の

検討を妨げるものではありません。 

環境影響評価においては、個々の計画の内容に基づき評価を行ってください。 
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2.1.2 環境保全及び社会性に係る項目マップ・レイヤー情報 

(1) 保全エリア 

法令等により大きな制約がある又は重大な環境影響が懸念される等により保全するべきエ

リアとして、表 2.1.2-1～表 2.1.2-2 に示す範囲を保全エリアとした。 

各保全エリアに含まれる環境保全に関わる情報、環境保全の法令等により指定された保護地

域を図 2.1.2-1～図 2.1.2-2 に示す。それらを重ね合わせた保全エリアを図 2.1.2-3 に示す。 

なお、環境保全に係る情報（生活環境等）、環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・

自然との触れ合い）については、保全エリアに該当する地域はない。 

 

表 2.1.2-1(1) 保全エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

自然 

公園 

国立公園 

国立公園、国定公園内の開発行為は自然公園

法施行規則等により、地域地種区分別に許可

基準が定められており、洋上風力発電施設の

設置にあたって、大きな制約があるほか、要

届出行為となる普通地域においても自然風

景の保護に著しい支障を及ぼす可能性が高

いと考えられることから、国立公園、国定公

園内のすべての地域を保全エリアとした。 

178.0  

国定公園 - 陸域のみ 

県立自然公園 

県立自然公園内の開発行為は、和歌山県立自

然公園条例施行規則により、地域地種区分別

に許可基準が定められており、洋上風力発電

施設の設置にあたって、大きな制約があるほ

か、要届出行為となる普通地域においても自

然風景の保護に著しい支障を及ぼす可能性

が高いと考えられることから、県立自然公園

のすべての地域を保全エリアとした。 

33.8  

鳥獣 

保護 

区 

鳥獣保護区（特別保

護地区） 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

関する法律において、鳥獣保護区の区域内で

鳥獣の保護又はその生息地の保護を図るた

め特に必要があると認める区域を特別保護

地区としており、鳥獣保護の観点から保全エ

リアとした。 

- 陸域のみ 

世界 

遺産 

世界遺産地域及び緩

衝地帯 

世界遺産条約履行のための作業指針で、世界

遺産資産は、生物学的、文化的に持続可能な

様々な利用と両立し得るが、持続可能な利用

が資産の顕著な普遍的価値や完全性、真正性

を損なうことがないように努めなければな

らないとされており、慎重に取り扱う必要が

あるため、保全エリアとした。 

- 陸域のみ 

ラム 

サー 

ル条 

約湿 

地 

ラムサール条約湿地 

法令に基づくものはないが、日本では、ラム

サール条約の登録基準の一つに「他の法令

（自然公園法や鳥獣保護法）で保全が図られ

ていること」となっており、必然的に保全さ

れるべきものであるため、保全エリアとし

た。 

5.6  
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表 2.1.2-1(2) 保全エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

景観 

等関 

連 

特定景観形成地域 

和歌山県景観計画において、世界遺産周辺等

の良好な景観の形成を図る上で特に重要な

地域とされており、保全エリアとした。 

- 陸域のみ 

景観重要建造物 

景観法では、景観重要建造物の増改築等や景

観重要樹木の伐採等の現状変更に対して規

制しており、地域の良好な景観の形成に特に

重要な役割を担っている景観資源であるこ

とから、保全エリアとした。 

- 陸域のみ 

風致地区 

都市計画法に基づき、都市の風致を維持する

ために指定された地区である。区域内で工作

物の新築等を行う場合は、許可が必要となっ

ていることから、保全エリアとした。 

- 陸域のみ 

文化 

財 

国指定文化財等 文化財保護法により、指定された文化財の現

状変更だけでなく、文化財の保存に影響を及

ぼす行為についても許可が必要となってお

り、指定された区域外においても保全の対象

となっている場合がある。慎重な取扱いが必

要となるため、保全エリアとした。 

- 陸域のみ 

都道府県・市町村指 

定文化財等 
0.3 

オオカワ 

リギンチ 

ャクの生 

息域 

保全エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 211.8  

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※図 2.1.2-1 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 
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表 2.1.2-2 保全エリア（社会的調整が必要な地域等） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

航 空

法等 
制限表面 

航空機が安全に離着陸するために、航空法によ

り設定している区域。制限表面を越える建物等

の設置（クレーン作業等一時的なものを含む）

は、航空法第 49 条により原則禁止されている。 

11.2  

航 路

等 

緊急確保航

路 

非常災害時における船舶の交通を確保するた

め、東京湾、伊勢湾、大阪湾において緊急確保

航路の区域を定めたもので、工作物（海底ケー

ブル等）の設置等を行う場合は、占用許可が必

要となる。 

26.7  

保全エリア（社会的調整が必要な地域等） 37.9  

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※3. 図 2.1.2-2 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 
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図 2.1.2-1 保全エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 
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図 2.1.2-2 保全エリア（社会的調整が必要な地域等） 
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図 2.1.2-3 保全エリア 
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(2) 保全推奨エリア 

ガイドライン等により保全することが推奨されている又は環境影響が懸念される等により

保全することが推奨されるエリアとして、表 2.1.2-3～表 2.1.2-6 に示す範囲を保全推奨エ

リアとした。 

各保全推奨エリアに含まれる環境保全に関わる情報、環境保全の法令等により指定された保

護地域を図 2.1.2-4～図 2.1.2-7に示す。それらを重ね合わせた保全推奨エリアを図 2.1.2-8

に示す。 

なお、保全推奨エリアに設定した、騒音等、動物（特に渡り鳥）、景観については、前述の

とおり、和歌山県の地域特性を考慮した場合、特段の配慮が求められると考えられた項目とし

て現地調査等を実施している。これらの項目のエリア設定の考え方は以下に示すとおりである。 

 

【騒音等】 

前述のとおり、風車の設置に伴う騒音への影響にも十分に配慮するとの考え方より、現

段階で風車を製造するメーカーより公表されている最大規模（1 基当り 9.5MW）の風車が

稼働した場合を想定し、騒音レベルを距離減衰式により予測し、風車騒音による影響範囲

を設定することとした。 

洋上風力発電では、採算性の観点から、複数の洋上風力発電施設を設置し、一定規模以

上の発電量を得ることが求められる。現在行われている環境影響評価においては、総出力

が 500MW 程度の規模の計画が多くみられることから、9.5MW 相当の風車が 50 基程度設置さ

れることが現実的に想定される事業計画であると言える。したがって、本想定を基に 50

基程度の風車が設置された場合について、海岸に予測地点を仮設定し、予測値（風車から

の寄与騒音+残留騒音）が 40dB 以下になる風車と予測地点との距離をゾーニングマップに

おける海岸からの離岸距離とし、その内側が騒音による影響が生じる可能性がある範囲と

して、保全推奨エリアとした（図 2.1.2-4 参照）。 

なお、海岸線に近い地点では、波音等が恒常的に存在するため、残留騒音が 35dB（特に

静穏を要する地域や地域における保全すべき音環境がある場合に設定される値）以下であ

る可能性は低いものと推測されるが、風車騒音による地域住民への影響を極力抑制するこ

ととし、安全側の設定になるよう、残留騒音として 35dB を採用した。 

事業計画に際しては、風車の規模により影響範囲が異なることに留意し、事業者自らが

環境影響評価を行い、風車騒音による影響を適切に評価する必要がある。 

 

【動物（特に渡り鳥）】 

ヒアリングや既存資料、現地調査結果により、日ノ御崎周辺が渡り鳥にとって重要な中

継地点となっていることが確認された。ただし、風車への衝突の予測精度は不確実性があ

ることから、明確な範囲設定は困難であり、渡り鳥への影響を極力抑制するよう、日ノ御

崎並びにその周辺を含む範囲を保全推奨エリアとした（図 2.1.2-5 参照）。 
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【景観】 

現地調査の結果、海域を眺望可能な眺望点が多数存在し、これらの眺望点の多くは国立

公園や自然公園内に位置することが確認された。さらに、和歌山県は白浜や串本等に代表

される海岸景勝地が多数存在しており、これらの海岸景観を保全することが求められてい

る。以上を踏まえ、「景観対策ガイドライン（案）」（1981，UHV 送電特別委員会環境部会立

地分科会）に示される、塔状の工作物の垂直見込角に応じた見え方に関する知見を参考と

して、垂直見込角を用いて影響範囲を設定することとした。 

国立公園・県立自然公園内の眺望点は、特に景観への影響に配慮することとし、垂直見

込角 1°（景観的にはほとんど気にならない程度）、それ以外の眺望点は垂直見込角 1.5°

（シルエットになっている場合には景観的には気になり出すが、シルエットにならず、さ

らに環境融和塗色がされている場合にはほとんど気にならない程度）までの範囲を保全推

奨エリアとすることにより、海岸景勝地への影響を極力抑えるよう配慮した（図 2.1.2-5

参照）。 

垂直見込角による影響範囲の設定においては、現段階で風車を製造するメーカーより公

表されている最大規模（1基当り 9.5MW）の風車の設置を想定し、その高さを 187m として

検討した。 

事業計画に際しては、風車の規模により影響範囲が異なることに留意し、事業者自らが

環境影響評価を行い、風車の立地による景観への影響を適切に評価する必要がある。 
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表 2.1.2-3 保全推奨エリア（環境保全に係る情報（生活環境等）） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 

面積（km2） 

※海域の

み 

備考 

騒音 

等 

学校 海岸に予測地点を仮設定し、そこでの予測値（風車

からの寄与騒音+残留騒音）が 40dB※になる風車まで

の距離をゾーニングマップにおける海岸からの離岸

距離とし、その内側を保全推奨エリアとした。 

※「風力発電施設から発生する騒音等への対応につ

いて（平成 28 年 11 月、風力発電施設から発生する

騒音等の評価手法に関する検討会）」で示される指針

値「残留騒音+5dB」を参考とし、残留騒音は特に静

穏を要する地域や地域における保存すべき音環境が

ある場合に設定される 35dB を用いた。 

 

【留意事項】環境省による「風力発電施設から発生

する騒音に関する指針」においては、陸域の環境騒

音に風力発電施設の騒音が加わった場合に、その増

加分を 5dB 以内に抑えることが適当であるとされて

いる。事業計画に際しては、卓越風向、海岸線の向

き、風車の配置、パワーレベル、環境騒音等は地域

によって異なるため、エリアの範囲に関わらず、指

針に照らして十分な調整・検討が必要である。 

- 陸域のみ 

病院 - 陸域のみ 

福祉施設 - 陸域のみ 

図書館 - 陸域のみ 

建物（住居） - 陸域のみ 

居住区域 - 

陸域の み

※建物（住

居）と同じ 

用途地域 - 陸域のみ 

騒音及び風

車の影に係

る離隔距離 

369.6  

風車 

の影 

学校 風車の影は、「洋上風力発電所等に係る環境影響評価

の基本的な考え方に関する検討会報告書（平成 28 年

3 月、洋上風力発電所等に係る環境影響評価の基本

的な考え方に関する検討会）」においてロータ径の

10 倍以上離れていれば影響がほとんど及ばないとさ

れている。本ゾーニングでは風車規模を 9.5MW（ロ

ータ径 164m）とし、ロータ径の 10 倍となり海岸か

らの離隔距離を設定し、その内側を保全推奨エリア

とした。 

なお、風車の影に係る離隔距離は、上記の騒音に係

る離隔距離の範囲内に収まるため、騒音及び風車の

影に係る離隔距離として整理した。 

- 陸域のみ 

病院 - 陸域のみ 

福祉施設 - 陸域のみ 

図書館 - 陸域のみ 

建物（住居） - 陸域のみ 

居住区域 - 陸域のみ 

用途地域 - 陸域のみ 

騒音及び風

車の影に係

る離隔距離 

- 

（騒音に

係る離隔

距離の範

囲内） 

 

重要な 

地形及 

び地質 

日本の地形

レッドデー

タ 

法令等はないが、貴重な地形・地質が破壊される可

能性があるため、保全推奨エリアとした。 
- 陸域のみ 

日本ジオパ

ーク、世界ジ

オパーク 

法令等はないが、地球（ジオ）を学び、丸ごと楽し

むことができる場所として認定された地域であり、

著しい環境の改変につながるような行為を控える必

要があるため、保全推奨エリアとした。 

- 陸域のみ 

地方公共団

体の重要な

地形・地質 

法令等はないが、貴重な地形・地質が破壊される可

能性があるため、保全推奨エリアとした。 
- 陸域のみ 

保全推奨エリア（環境保全に係る情報（生活環境等）） 
157.2 

(369.6) 

保全エ リ

アに含 ま

れる範 囲

を除く 

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※3.図 2.1.2-4 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 

※4.保全推奨エリアの面積は、保全エリアとの重複箇所を除いて算定した。（ ）内は重複箇所を含んだ面積。 
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表 2.1.2-4(1) 保全推奨エリア 

（環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合い）） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

動物 

鳥類の渡りルート 法令等はないが、「鳥類等に関する風力発電施

設立地適正化のための手引き」（2011,環境省）

等で、風力発電施設の設置にあたって、鳥類、

特にオジロワシ、オオワシ等の希少な海ワシ

類が風力発電施設のブレードに衝突し死亡す

る事故（バードストライク）が問題となって

おり、バードストライクの効果的な防止策に

ついて検討を行っている。そうした観点から

渡りルートとその周辺を保全推奨エリアとし

た。 

- 線情報 

鳥類の渡りルート 

（ヒアリング結

果） 

303.1  

ナベヅル飛来地 
法令等はないが、希少猛禽類以外の鳥類、コ

ウモリ類も、希少猛禽類と同様にバードスト

ライク等の飛翔阻害が懸念されるため、保全

を検討すべきエリアとの理解から保全推奨エ

リアとした。 

- 陸域のみ 

海鳥繁殖地 - 陸域のみ 

鳥類現地調査(定

点調査） 
233.9  

コウモリ洞分布 - 陸域のみ 

コウモリ分布 - 陸域のみ 

海棲生哺乳類確認

情報 

法令等はないが、洋上風力発電施設の海中部

分への衝突や漂砂への影響による産卵地への

影響が懸念されるため、保全を検討すべきエ

リアとの理解から保全推奨エリアとした。 

- 点情報 

ウミガメ産卵地 - 点情報 

植物 
植生自然度図 法令等はないが、保全上重要なエリアである

とされているため、保全推奨エリアとした。 

- 陸域のみ 

特定植物群落 - 陸域のみ 

重要な

自然環

境のま

とまり

の場 

重要里地里山 

法令等はないが、生物多様性保全上重要な里

地里山として環境省でも紹介しており、また、

保全活動を行う地域の団体が存在している可

能性があり、その団体等と調整を行った上で

エリア設定することが望ましいことから、保

全推奨エリアとした。 

- 陸域のみ 

重要湿地 

法令等はないが、生物多様性の観点から重要

度の高い場所として環境省でも紹介されてお

り、また、土地改変に対して脆弱であること

から保全推奨エリアとした。 

6.2  

生物多様性のため

の重要地（KBA） 
- 陸域のみ 

干潟 0.04  

藻場 9  

サンゴ礁 1.6  

重要海域（沿岸域） 

法令等はないが、生物多様性の観点からの重

要度の高い海域（沿岸域）には、脆弱な環境

である重要湿地や干潟・藻場・サンゴ礁など

が含まれており、保全推奨エリアとした。 

440.4  
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表 2.1.2-4(2) 保全推奨エリア 

（環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合い）） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

景観 

景観資源 
法令等はないが、地域の景観資源保全の観点

から保全推奨エリアとした。 
- 点情報 

景観の主な眺

望点 

法令等はないが、地域の景観資源保全の観点

から保全推奨エリアとした。 

 

- 点情報 

その他の眺望

点からの景観 

洋上風力発電施設の設置による眺望への支障

の可能性がある。したがって、国立公園・県

立自然公園内の眺望点は「景観対策ガイドラ

イン（案）（1981、UAV 送電特別委員会環境部

会立地分科会）」を参考に垂直見込角 1°（景

観的にはほとんど気にならない程度）まで、

国立公園・県立自然公園以外の眺望点は垂直

見込角 1.5°（シルエットになっている場合に

は景観的に気になり出すが、シルエットにな

らず、さらに環境融和塗色がされている場合

にはほとんど気にならない程度）までの範囲

を保全推奨エリアとした。 

なお、和歌山県景観計画に示される熊野参詣

道（大辺路）特定景観形成地域内の眺望から

の景観については、後述 2-22 頁を参照するこ

と。 

1256.5  

自 然との

触 れ合い

の 活動の

場 

長距離自然歩

道 

法令等はないが、自然を利活用した場として

既に存在していることから、洋上風力発電施

設が立地することで、本来の利用を阻害する

可能性がある。従って、保全推奨エリアとし

た。 

- 陸域のみ 

海水浴場 - 点情報 

観光資源 - 陸域のみ 

保全推奨エリア 

（環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合い）） 

1,172.0 

(1,411.6) 

保全エリ

アに含ま

れる範囲

を除く 

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※3.図 2.1.2-5 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 

※4.保全推奨エリアの面積は、保全エリアとの重複箇所を除いて算定した。（ ）内は重複箇所を含んだ面積。 
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表 2.1.2-5 保全推奨エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

自 然環境

保全地域 

自然環境保全

地域（県指定） 

自然環境保全法により、開発行為を行う場合

には、申請もしくは届出が必要である旨、記

載があるため、原生自然環境保全地域と異な

り、利用される可能性があるため、保全推奨

エリアとした。 

- 陸域のみ 

鳥 獣保護

区 
鳥獣保護区 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律により、鳥獣の保護を図るため、必

要があると認められた地域であるが、必ずし

も立地ができないと明記されているわけでは

ないため、保全推奨エリアとした。 

- 陸域のみ 

国 土保全

等 の観点

か らの指

定地域等 

海岸保全区域 

導入が想定される風車を設定した上で、「海岸

保全区域等における風力発電施設設置許可に

関する運用指針」等に照らし、海岸の保全に

著しい支障を及ぼす恐れがないことを確認す

る必要があるため、保全推奨エリアとした。 

- 

(離隔距離

で範囲を

設定) 

 

低潮線保全区

域 

排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用促

進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備

等に関する法律があるが、開発制限について

明記されていないので、保全推奨エリアとし

た。 

0.02  

保全推奨エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 
12.3 

(42.2) 

保全エリ

アに含ま

れる範囲

を除く 

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※3.図 2.1.2-6 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 

※4.保全推奨エリアの面積は、保全エリアとの重複箇所を除いて算定した。（ ）内は重複箇所を含んだ面積。 

 

表 2.1.2-6 保全推奨エリア（社会的調整が必要な地域等） 

分類 レイヤー名 法令等に基づく設定根拠 
面積（km2） 

※海域のみ 
備考 

航空法等 VOR 
聞き取り調査により、電波障害を避けるために

保全が必要と判断したエリアである。 
46.5  

航路等 船舶交通量 

法令等はないが、通行船舶への影響が懸念され

る場合は、海上保安庁や海運事業者団体、漁業

協同組合等の関係者と協議が必要である。 

745.5 

月間交通

量 151 隻

以上 

保全推奨エリア（社会的調整が必要な地域等） 
754.8 

(791.7) 

保全エリ

アに含ま

れる範囲

を除く 

※1.面積は海域部分の面積を示す。面積は GIS 上での計測値であるため、各種の公表値とは一致しない。 

※2.個々の面積が小さいもののほか、2次メッシュ情報、点情報、線情報であるものは、面積を示していない。 

※3.図 2.1.2-7 の凡例に記載の No.は「1.5.4 レイヤー情報」の No.に該当。 

※4.保全推奨エリアの面積は、保全エリアとの重複箇所を除いて算定した。（ ）内は重複箇所を含んだ面積。 



 

 2-15

 

図 2.1.2-4 保全推奨エリア（環境保全に係る情報（生活環境等）） 

※「騒音に関する離隔距離」は、海岸に予測地点を仮設定し、そこでの予測値

（風車からの寄与騒音+残留騒音）が 40dB になる風車までの距離を示したも

のです。ここでは、9.5MW クラスの風車を 50 基設置した場合を想定し、海岸

線から 1,800m の範囲を「騒音に関する離隔距離」としています。計画する風

車の容量、設置規模により離隔距離は変わることに留意してください。 
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図 2.1.2-5 保全推奨エリア（環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合い）） 

※「鳥類の渡りのルート（ヒアリング結果）」は、有識者等へのヒアリング結果を踏まえ、鳥類の渡りルートとして配慮

が必要なエリアとして設定したものです。日ノ御埼周辺は鳥類の主要な渡りルートとなっています。この周辺で事業を

計画する際は詳細な調査、予測及び評価を行い、鳥類の渡りへの影響が最小限となるよう努めてください。 

また、環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合い）に含まれる「その他の眺望点からの景観」

は、「景観対策ガイドライン（案）」（1981,UAV 送電特別委員会環境部会立地分科会）を踏まえ、国立公園・県立自然公

園内の眺望点は垂直見込角 1°（景観的にはほとんど気にならない程度）まで、それ以外の眺望点は垂直見込角 1.5°

（シルエットになっている場合には景観的に気になり出すが、シルエットにならず、さらに環境融和塗色がされてい

る場合にはほとんど気にならない程度）までの範囲を示したものです。範囲設定では、9.5MW クラスの風車を想定して

おり、計画する風車の容量、設置規模により眺望範囲が変わりますので、事業計画検討時は留意してください。 
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図 2.1.2-6 保全推奨エリア（環境保全等の法令等により指定された保護地域） 
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図 2.1.2-7 保全推奨エリア（社会的調整が必要な地域等） 
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図 2.1.2-8 保全推奨エリア 

※環境保全に係る情報（生活環境等）に含まれる「騒音に関する離隔距離」

は、海岸に予測地点を仮設定し、そこでの予測値（風車からの寄与騒音+

残留騒音）が 40dB になる風車までの距離を示したものです。ここでは、

9.5MW クラスの風車を 50 基設置した場合を想定し、海岸線から 1,800m

の範囲を「騒音に関する離隔距離」としています。計画する風車の容量、

設置規模により離隔距離は変わることに留意してください。 

また、環境保全に係る情報（生物の多様性・自然環境・自然との触れ合

い）に含まれる「その他の眺望点からの景観」は、「景観対策ガイドライ

ン（案）」（1981,UAV 送電特別委員会環境部会立地分科会）を踏まえ、国

立公園・県立自然公園内の眺望点は垂直見込角 1°（景観的にはほとん

ど気にならない程度）まで、それ以外の眺望点は垂直見込角 1.5°（シ

ルエットになっている場合には景観的に気になり出すが、シルエットに

ならず、さらに環境融和塗色がされている場合にはほとんど気にならな

い程度）までの範囲を示したものです。範囲設定では、9.5MW クラスの

風車を想定しており、計画する風車の容量、設置規模により眺望範囲が

変わりますので、事業計画検討時は留意してください。 
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(3) 調整エリア 

ゾーニング対象範囲のうち、保全エリア、保全推奨エリア以外のエリアは環境影響が比較的

小さいと考えられ、社会的事項や事業性を踏まえた上で、事業の可能性について検討していく

エリアとして調整エリアとした。調整エリアを図 2.1.2-9 に示す。 

調整エリアは、御坊市から串本町の沖合であり、水深 200m を境として「調整エアリ 1」と

「調整エリア 2」の 2つに区分した。 

調整エリア1は水深が200m以浅で紀伊水道の南、御坊市～印南町の沖合5～30kmに位置し、

その面積は 285.6km2である。 

調整エリア 2 は水深が 201m 以深で白浜町から串本町の沖合 10～30km に位置し、その面積は

1,279.3km2である。 

 

 
※本ゾーニングは環境保全に着目して、エリア設定を行ったものであり、調整エリアで

の事業実施を担保・保障するものではありません。 

事業を計画する際には、本報告書に示す「事業計画における留意事項」に配慮すると

ともに、社会的調整が必要な事項について、各事項の課題についての検討や、調整が

必要な関係者との事業の可能性についての協議等の取組を実施し、調整エリアでの事

業の可能性について検討を進めていく必要があります。 
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図 2.1.2-9 調整エリア 

※調整エリアは環境保全及び社会性に係る事項を用いてゾーニングしたエリ

アであり、事業性に係る事項は考慮していません。本報告書に記載の「事

業計画における留意事項」を必ず参照してください。 



 

 2-22

(4) その他 

ゾーニング対象範囲のうち、保全エリア、保全推奨エリア、調整エリアとは別に、和歌山県

景観計画で定める熊野参詣道（大辺路）特定景観形成地域内の眺望点からの景観を「世界遺産

等の景観に影響があると考えられる範囲」として整理した。世界遺産等の景観への影響につい

て配慮が必要な範囲を図 2.1.2-10 に示す。 

和歌山県景観計画で定める熊野参詣道(大辺路)特定景観形成地域内の眺望点からの景観は、

和歌山県景観計画において特定景観形成地域が、世界遺産周辺等の良好な景観の形成を図る上

で特に重要な地域とされており、世界遺産の顕著な普遍的価値が受ける影響や、熊野古道の景

観、世界遺産を結ぶ歩行者動線の景観、熊野古道から望む景観が洋上風力発電事業によって受

ける影響について、特に配慮が必要であるため、ゾーニング対象範囲内の眺望方向全域を配慮

が必要な範囲とした（図 2.1.2-10 参照）。 

事業を計画する際に事業者は、世界遺産の構成資産からの眺望景観に関する協議を関係機関

と実施し、世界遺産への影響が出ることのないよう十分配慮する必要がある。
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図 2.1.2-10 世界遺産等の景観に影響があると考えられる範囲 

※「和歌山県景観計画で定める熊野参詣道(大辺路)特定景観形成地域内の

眺望点からの景観」は、特定景観形成地域が和歌山県景観計画において、

世界遺産周辺等の良好な景観の形成を図る上で特に重要な地域とされて

おり、世界遺産の顕著な普遍的価値が受ける影響や、熊野古道の景観、

世界遺産を結ぶ歩行者動線の景観、熊野古道から望む景観が洋上風力発

電事業によって受ける影響について、特に配慮が必要であるため、垂直

見込角による範囲の設定を行わないこととしました。 

事業を計画する際に事業者は、世界遺産の構成資産からの眺望景観に関

する協議を関係機関と実施し、世界遺産への影響が出ることのないよう

十分配慮してください。また、表示された範囲で事業を計画する際は遺

産影響評価の実施が求められます。 
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2.2 事業計画における留意事項 

2.2.1 環境保全に係る留意事項 

ゾーニングマップの作成にあたっては既存資料やヒアリングでの意見を参考に保全すべきエ

リアをそれぞれレイヤーとして作成し、重ね合わせてエリア設定を行った。 

一方、希少な生物が生息していることが分かっているが正確な位置情報がないもの、調査が

行われていないためデータが不確実なものといった、マップには反映できていない重要な情報

が多数得られている。 

事業を具体的に計画する際には、必要に応じて調査を実施し、影響の程度の把握、環境保全

措置等を検討する必要がある。また、実際に事業において生じたトラブルは、事業者自らの責

任において適切に対処する必要がある。 

事業計画における留意事項のうち環境保全に係る項目を、表 2.2.1-1 に整理した。 

 

表 2.2.1-1(1) 事業計画における留意事項（環境保全に係る項目） 

項目 留意事項 

共通事項 ・対象海域における生活環境、自然環境に係る既存情報を中心に収集整理し、重ね合
わせを行うことによりエリア設定を行ったものである。したがって、データが不十分
な項目も存在する。事業実施に際しては、当該マップによる情報に配慮するとともに、
環境への影響が懸念される項目については、新たに情報収集を行った上で計画策定、
事業実施を行う必要がある。 
・ゾーニング報告書で示された調整エリアは、事業の可能性について今後検討してい
くエリアである。本エリアにおいて、和歌山県が事業者に対して事業の実施を担保・
保障するものではないことに留意すること。 

動物 鳥類 ・日ノ御埼周辺がタカ類、ツル類をはじめとする鳥類の主要な渡りルートである。バ
ードストライク等が懸念されることから、詳細な調査、予測及び評価を実施する必要
がある。 
・ウミネコなどの衝突リスクの高いカモメ類が多く確認されている美浜町から由良町
にかけての沖合や御坊市の沖合、衝突リスクの高いオオセグロカモメやセグロカモメ
が確認されている白浜町の沖合の地域などが地域の海鳥を保全する上で相対的に重
要な地域と考えられる。 
・猛禽類の渡りに注意する必要があるエリアは徳島県方面から紀伊水道を越えて和歌
山県に渡る際に日ノ御崎周辺が利用されていることが考えられる。 
・事業者による風力発電設備の配置等の検討に当たっては、専門家等からの助言を踏
まえた鳥類に対する適切な調査、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、環境保全
措置を講ずることにより、鳥類への影響を回避又は極力低減する必要がある。 
【巻末資料 1_図 4～16、図 70 参照】 

コウモリ類 ・コウモリ類の移動ルートについて、ユビナガコウモリが白浜町と高知県の龍河洞を
行き来していることが明らかであり、それらを結ぶ範囲が移動ルートであると考えら
れるが、それ以外については情報が不足しており、事業を検討する際は最新の情報収
集に努め、必要に応じて調査・検討を実施する必要がある。 
【巻末資料 1_図 16 参照】 

ウミガメ ・アカウミガメの産卵場がみなべ町をはじめ、各地に点在しており、以下の点につい
て特に留意が必要である。 
◎海底ケーブルを敷設する際の産卵場への影響 
◎風車に設置したライトの産卵場への影響 
◎風車の設置による潮流の変化とそれに伴う土砂供給の変動による砂浜の消失 
・産卵期の回遊ルートとして和歌山県と徳島県を移動していることが明らかとなって
いる他、磁気や音も影響する可能性があり、事業を検討する際は最新の情報収集に努
め、必要に応じて調査・検討を実施する必要がある。 
【巻末資料 1_図 16 参照】 
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表 2.2.1-1(2) 事業計画における留意事項（環境保全に係る項目） 

項目 留意事項 

動物 サンゴ類 ・田辺から串本の沿岸はサンゴが多く生息し、回避すべきエリアの有無等の詳細

な調査、予測及び評価を実施する必要がある。 

・サンゴ類（非造礁性）の生息地が沖合一帯にホットスポット的に点在し、特に

水深 100～200m に多く、それ以上の水深でも見られる。これらは多様性等の生態

的な側面からも貴重な場所であり、ROV 等を用いて海底の状況を詳細に確認し、

事前に生息地を回避するなどの留意が必要である。 

【巻末資料 1_図 21 参照】 

海棲哺乳類 ・海棲哺乳類（クジラ・イルカ類）にとって黒潮の内側が通年の生息場や繁殖場

として重要な海域である。これらは漁業との関係も強いことから、事業を検討す

る際は関係者と協議を行うとともに、最新の情報収集に努め、必要に応じて調

査・検討を実施する必要がある。 

【巻末資料 1_図 16 参照】 

その他 ・県指定天然記念物であるオオカワリギンチャク群生地への供給源となるオオカ

ワリギンチャクの生息地が存在することから、事業を検討する際は最新の情報収

集に努め、必要に応じて調査・検討を実施する必要がある。 

景観 和歌山県景

観計画で定

める熊野参

詣道(大辺

路)特定景観

形成地域内

の眺望点か

らの景観 

・和歌山県景観計画で定める熊野参詣道(大辺路)特定景観形成地域内の眺望点か

らの眺望範囲において事業を計画する際は、事業者は世界遺産の構成資産からの

眺望景観に関する協議を関係機関と実施し、必要に応じて遺産影響評価を実施し

るなど、事業者自らが世界遺産への影響がないことを証明する必要がある。また、

世界遺産の構成資産以外の眺望点からの眺望範囲についても、眺望景観に関する

協議を関係機関と実施し、和歌山県景観計画で定める熊野参詣道（大辺路）特定

景観形成地域の届出対象行為の制限の基準に該当することのないよう十分配慮

する必要がある。 

【巻末資料 1_図 23 参照】 

その他の眺

望点からの

景観 

・景観のレイヤーにおいてエリア設定された範囲は、風車の高さの想定を 187m

として計算した結果を示したものである。実際の事業計画で設置を想定する風車

の高さによって、エリア設定の範囲が変化することに十分留意する必要がある。 

・事業を計画する際に事業者は、世界遺産の構成資産からの眺望景観に関する協

議を関係機関と実施し、世界遺産への影響が出ることのないよう十分配慮する必

要がある。 

・事業を計画する際に事業者は、本ゾーニング事業で抽出した眺望点以外の眺望

点にも十分留意し、実際に設置する風車に対して、各眺望点からの視認可能性、

主眺望方向への介在、眺望対象・眺望構成要素への介在、見えの大きさ等、支障

の程度を確認し、支障の程度に応じ、風車の規模や配置、色彩等眺望保全のため

の措置を検討する必要がある。特に地元住民の意見を踏まえて検討する必要があ

る。 

・室戸阿南海岸国定公園に指定された区域からの眺望範囲に本県のゾーニング範

囲が含まれており、同公園の指定区域からの景観に影響を及ぼす可能性がある。

影響が想定される範囲で事業を計画する際は、同公園の指定区域からの景観にも

留意すること。 

【巻末資料 1_図 22、23 参照】 

騒音 超低周波

音・低周波音 

・騒音の影響範囲は、海岸からの離岸距離を 1,800m としているが、超低周波音・

低周波音の影響範囲は設定していない。事業計画に際しては、最新の情報・知見

を注意深く参考にしながら、環境影響評価の中で超低周波音・低周波音の影響に

ついても判断していく必要がある。 
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2.2.2 社会性に係る留意事項 

ゾーニングマップは環境保全に係る項目についてレイヤーを作成しマップに反映したが、事

業計画にあたっては社会性に係る事項も十分考慮し、地域関係者や関係機関との協議を重ねて

いく必要がある。 

事業を具体的に計画する際には、必要に応じて調査を実施し、影響の程度の把握、軽減策等

を検討する必要がある。また、実際に事業において生じたトラブルは、事業者自らの責任にお

いて適切に対処する必要がある。 

事業計画における留意事項のうち社会性に係る項目を、表 2.2.2-1 に整理した。 

 

表 2.2.2-1(1) 事業計画における留意事項（社会性に係る項目） 

項目 留意事項 

航空法等 
レーダ（自衛隊、在日

米軍） 

法令等はないが、航空レーダーサイトに影響がでる可能性がある

ため、自衛隊等と協議する必要がある。【巻末資料 1_図 33 参照】 

電波法 伝搬障害防止区域 

電波法により、伝搬障害防止区域では、風力発電施設等の建築主

は伝搬障害の有無等を確認する必要がある。 

【巻末資料 1_図 34 参照】 

気象・海象

レーダ等 

気象レーダ、波浪観測

位置 

気象業務法に基づき、実施されている気象レーダ等観測への影響

が懸念される場合には、国土交通省及び気象庁と協議する必要が

ある。【巻末資料 1_図 35 参照】 

海洋短波レーダ 
法令等はないが、波浪観測への影響が懸念される場合には、管理

者との調整が必要である。【巻末資料 1_図 35 参照】 

航路等 

主な定期航路 

海上運送法に基づき許可を受けた航路。定期航路への影響が懸念

される場合は、一般旅客定期航路事業等の関係者と協議が必要で

ある。【巻末資料 1_図 36 参照】 

衝突海難情報 
法令等はないが、過去に衝突海難が発生した地域であり、留意が

必要である。【巻末資料 1_図 36 参照】 

分離通航路 
法令等はないが、分離通行路への影響が懸念される場合は、関係

者との協議が必要である。【巻末資料 1_図 36 参照】 

船舶交通量 

法令等はないが、通行船舶への影響が懸念される場合は、海上保

安庁や海運事業者団体、漁業協同組合等の関係者と協議が必要で

ある。【巻末資料 1_図 37～図 48 参照】 

防衛関係施

設等 
自衛隊施設 

法令等はないが影響が懸念される場合は、各地の自衛隊と調整が

必要である。【巻末資料 1_図 49 参照】 

海上保安庁

利用海域 
射撃訓練海域 

法令等はないが、海上保安庁の訓練海域への影響が懸念される場

合は、海域を利用している関係機関と調整が必要である。【巻末

資料 1_図 50 参照】 
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表 2.2.2-1(2) 事業計画における留意事項（社会性に係る項目） 

項目 留意事項 

港湾区域等 

港湾 
港湾法に基づき、その機能ごとに国際戦略港湾、重要港湾、地方港

湾に区分される。【巻末資料 1_図 51 参照】 

港湾区域 

港湾法に基づき、同意又は届出があった港湾を管理運営するために

必要最小限度の区域。港湾区域内の水域の占用等に当たっては、許

可が必要となる。【巻末資料 1_図 51 参照】 

港湾隣接地域 

港湾法に基づき、港湾区域及び港湾区域に隣接する地域の保全を目

的とした区域。港湾区域及び港湾隣接地域内の水域もしくは公共空

地の占用等に当たっては、許可が必要となる。 

【巻末資料 1_図 51 参照】 

港則法適用港 

港内での船舶交通の安全及び港内の整頓のため、港則法で指定され

るもの。特定港において工事又は作業をしようとする者は、地方海

上保安部長の許可が必要となる。【巻末資料 1_図 51 参照】 

港則法びょう地 

国土交通省令の定める船舶が特定港内に停泊しようとするときは、

港長からびょう地の指定を受けなければならない。 

【巻末資料 1_図 51 参照】 

港則法区域 

港則法の特定港の区域。特定港で工事又は作業をしようとする者

は、地方海上保安部長の許可が必要となる。 

【巻末資料 1_図 51 参照】 

錨泊地 

（由良ドック） 

法令等はないが、利用船舶への影響が懸念される場合には、錨泊地

利用者との調整が必要である。【巻末資料 1_図 51 参照】 

漁港区域 漁港区域 

漁港漁場整備法に基づく区域指定を受けた範囲であり、漁港区域に

おける占用、工作物の設置等に関しては、漁港管理者（県または市

町）の許可が必要となる。【巻末資料 1_図 52 参照】 

一般海域 一般海域 

国有財産法、「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（平

成 30 年 3月版）」、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る

海域の利用の促進に関する法律などを考慮の上、近隣の地方自治体

との調整を行うことが必要である。 

漁場等 

漁業権設定区域 

一定の水域において、排他的に一定の漁業を営む権利であり、漁業

法に基づき設定される。地域の漁業協同組合等をはじめとする関係

者との協議が必要である。【巻末資料 1_図 53 参照】 

魚礁 

人工漁礁は水産資源の保護や漁業振興のために設置される。法令等

はないが、魚礁への影響が懸念される場合は、魚礁設置者等との協

議が必要である。【巻末資料 1_図 53 参照】 
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表 2.2.2-1(3) 事業計画における留意事項（社会性に係る項目） 

項目 留意事項 

漁場等 漁業操業実態 

本県沿岸域においては、共同漁業権、区画漁業権、定置漁業権に基

づく漁業のほか、漁船を使用する各種許可漁、自由漁業が全域的に

行われている。そのため、事業を検討する際に事業者は、検討する

海域がゾーニング範囲のどの海域であっても、県内全体の漁業関係

者との十分な調整・協議を行い、漁業関係者の意見を踏まえ、漁業

協調策を含めた両者の共存策を検討する必要がある。さらに、他地

域から入漁する漁業関係者もあることから、それら漁業関係者に対

しても十分な調整・協議を行う必要がある。【巻末資料 1_図 53 参照】 

 

 

 

 

 

 

 

河川 河川 
河川法で指定された河川区域内における占用、工作物の設置等に関

しては、河川管理者の許可が必要となる。【巻末資料 1_図 54 参照】 

ケーブル類 

JAMSTEC DONET 

法令等はないが、DONET（地震・津波観測監視システム）への影響

が懸念される場合は DONET の運用管理者等との協議が必要である。 

【巻末資料 1_図 55 参照】 

その他の海底ケー

ブル 

法令等はないが、海底ケーブルへの影響が懸念される場合は、海底

ケーブルの管理者との協議が必要である。【巻末資料 1_図 55 参照】 

その他の利

用海域 

瀬戸臨海実験所調

査地点 

法令等はないが、調査への影響が懸念される場合には、調査実施者

との調整が必要である。【巻末資料 1_図 56 参照】 

 

 

調整が必要な県内の漁業関係者 

・和歌山県漁業協同組合連合会  ・加太漁業協同組合 
・西脇漁業協同組合     ・雑賀崎漁業協同組合   
・和歌山北漁業協同組合  ・和歌浦漁業協同組合 
・海南市漁業協同組合    ・有田箕島漁業協同組合 
・湯浅湾漁業協同組合    ・紀州日高漁業協同組合 
・由良町漁業協同組合    ・比井崎漁業協同組合 
・三尾漁業協同組合     ・和歌山南漁業協同組合 
・新庄漁業協同組合     ・堅田漁業協同組合 
・和歌山東漁業協同組合  ・太地町漁業協同組合 
・紀州勝浦漁業協同組合  ・宇久井漁業協同組合 
・三輪崎漁業協同組合    ・新宮漁業協同組合 
・和歌山県中型まき網連合会 ・紀北小型機船底曳網漁業連合会 
・和歌山県底曳網連合会   ・紀伊水道機船船曳網漁業連合会 
・和歌浦湾機船船曳網漁業連合会   等 
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2.2.3 事業性に係る留意事項 

ゾーニングマップは環境保全に係る項目についてレイヤーを作成しマップに反映したが、事

業計画にあたっては発電量が見込める海域なのか、風力発電施設の設置が可能な地形なのかと

いった事業性に係る事項も十分考慮し、地域関係者や関係機関との協議を重ねていく必要があ

る。 

事業を具体的に計画する際には、必要に応じて調査を実施し、影響の程度の把握、軽減策等

を検討する必要がある。また、実際の事業リスク、災害リスクは、事業者自らの責任において

適切に対処する必要がある。 

事業計画における留意事項のうち事業性に係る項目を、表 2.2.3-1 に整理した。 

 

表 2.2.3-1(1) 事業計画における留意事項（事業性に係る項目） 

項目 概要 

風況 

平均風速 
ゾーニング対象範囲は風速 7m/s（高度 100m）以上が 94.7％を占

める。【巻末資料 1_図 57～図 61 参照】 

風向 

由良町～すさみ町沖の卓越風向は概ね北北東～北北西 

すさみ町沖～串本町沖の卓越風向は北西と南西 

【巻末資料 1_図 62 参照】 

地形等 

水深 

ゾーニング対象範囲の水深は以下のとおり 

・水深 50m 以浅：14.3％ 

・水深 51～200m：33.4％ 

・水深 201m 以深：52.3％ 

【巻末資料 1_図 63～図 64 参照】 

傾斜 

由良町～田辺市の沖合の傾斜は 5度未満と比較的なだらなか傾斜

となっている。 

一方、白浜町～串本町にかけては、海岸から数 km～20km 付近まで

傾斜が大きい海底が広がっている。【巻末資料 1_図 65 参照】 

海底地形 

和歌山県と徳島県の間には富田海底谷、日高海底谷等が、潮岬起

きには潮岬海底谷があり、その周辺では急激に水深が深くなって

いる。【巻末資料 1_図 63～図 64 参照】 

海底地質 

広く未固結堆積物（第四紀に堆積した礫、砂泥等の砕屑物が固結

していない状態にあるもの）が分布している。 

その他、半固結堆積物・堆積岩、堆積岩（前期-中期）などがみら

れる。【巻末資料 1_図 66 参照】 

インフラ 

送電線 

容量の大きな送電線としては、電圧 500kV の御坊幹線がある。こ

のほか 500kV の送電線としては阿南紀北直流幹線があるが、直流

送電のため、風力発電施設の系統連系の対象とならない。 

【巻末資料 1_図 67 参照】 

発電所・変電所等 
御坊発電所（火力発電所）のほか、水力発電所、太陽光発電所、

バイオマス発電所などがある。【巻末資料 1_図 67 参照】 

港湾 

ゾーニング対象範囲に位置する港湾は以下のとおり 

・重要港湾：日高港 

・地方港湾：由良港、文里港、日置港、袋港、大島港、古座港 

【巻末資料 1_図 67 参照】 

既設の風力発電所 
陸域に風力発電所があるが、海域には風力発電所は設置されてい

ない。【巻末資料 1_図 67 参照】 

計画中の風力発電所 
日高町～御坊市沖に計画中（配慮書段階）の風力発電施設がみら

れる。【巻末資料 1_図 67 参照】 
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表 2.2.3-1(2) 事業計画における留意事項（事業性に係る項目） 

項目 概要 

気象等 

台風経路 
台風の影響を受けやすい地域である。 

【巻末資料 1_図 68 参照】 

活断層 
潮岬沖の南海トラフ沿いに海底活断層がみられるが、ゾーニング

範囲内には確認されていない。 

南海トラフ震源域 ゾーニング範囲全域が震源域となっている。 

沖合の津波高 

想定される地震ごとの沿岸沖合付近の津波高は以下のとおり 

・東海・東南海・南海 3連動地震（H25 和歌山県）：6～10m 

・南海トラフ巨大地震（H24 内閣府）：11～20m 

・南海トラフ巨大地震（H25 和歌山県）：10～19m 

【巻末資料 1_図 69 参照】 

災害リスク リスク対応 

和歌山県の地域特性として、台風、地震、津波の災害リスクがあ

ることを踏まえ、施工中や稼働中において、災害のリスク対応に

ついてあらかじめ十分留意した上で事業計画を立てることが必要

である。 

 

その他、風力発電事業において検討が必要な項目について表 2.2.3-2、表 2.2.3-3 に示す。 

 

表 2.2.3-2 風力発電事業における技術基準 

対象 法令 記述基準ほか 

着床式 

浮体式 
電気事業法 

発電用風力設備に関する技術基準を定める省令（平成九年通商産

業省令第五十三号） 

発電用風力設備の技術基準の解釈について（平成 29 年 3月 31 日） 

発電用風力設備に関する技術基準を定める省令及びその解釈に関

する逐条解説（平成 29 年 3 月 31 日改正、経済産業省商務流通保

安グループ電力安全課） 

浮体式 船舶安全法 
浮体式洋上風力発電施設技術基準（平成 24 年 4月 23 日,国土交通

省海事局安全基準課） 

浮体式洋上風力発電施設技術基準の概要 

①単体での安全確保 

・50 年間に起こりえる暴風、風浪に耐える構造及び強度 

・設計上の使用期間を踏まえた適切な腐食対策 

・風や波により転覆しないこと   等 

②非常時の安全確保 

・万が一、係留索が 1本破断した場合でも、施設が漂流しない係留方法 

・地震及び津波の影響についても考慮 

 

表 2.2.3-3 浮体式洋上風力発電事業における認証制度 

名称 実施団体 概要 

浮体認証 

（設計適合

証明書、検

査証書） 

一般財団法人日本海

事協会（NK）など 

浮体施設の材料、溶接、復原性、構造、艤装、機関、電気設備及

び喫水線に関する要件並びに浮体施設に搭載されるタワーの材

料、溶接および構造について認証を行うものである。 

浮体認証のための船級検査には、登録検査、定期的検査および臨

時検査がある。 

ウインドフ

ァーム認証 

一般財団法人日本海

事協会（NK）など 

プロジェクト認証の一部として、風力発電所を建設するサイトの

環境条件の評価を行い、その環境条件に基づいて風車及び支持構

造物の強度及び安全性が設計上担保されていることを確認する認

証を行う。 
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3. 調整エリア個票 

調整エリアは、御坊市から串本町の沖合であり、水深 200m を境として「調整エリア 1」と「調

整エリア 2」の 2 つに区分した。エリア位置を図 3-1 に示す。 

調整エリア 1 は水深が 200m 以浅で紀伊水道の南、御坊市～印南町の沖合 5～30km に位置し、

その面積は 285.6km2である。 

調整エリア 2 は水深が 201m 以深で白浜町から串本町の沖合 10～30km に位置し、その面積は

1,279.3km2である。それぞれの詳細は個票として整理した。 

 

 

図 3-1 調整エリア位置 
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エリアの概要 ・御坊市～印南町の沖合 5～30km、紀伊水道の南端に位置する。 

・面積は 285.6km2である。 

法的制約条件 ・該当なし 

環境保全に係る 

留意事項 

【鳥類】 

・主要な渡りルートに近接しており、当該エリアの一部もルートとして利用されている可能性がある。 

・海鳥の移動ルートの可能性がある。 

【コウモリ類】 

・当該エリアをコウモリ類が移動ルートとして利用している可能性がある。 

【ウミガメ】 

・産卵期の回遊ルートとして当該エリアを利用している。 

【サンゴ】 

・当該エリアにホットスポット的に宝石サンゴの生息地がある可能性がある。 

【その他】 

・上記以外に海棲哺乳類をはじめ、多くの生物が生息しているものと考えられるが、沖合における生物のデータ

は情報が不足している。 

⇒事業を検討する際には最新の情報収集に努め、必要に応じて調査・検討を実施する必要がある。サンゴについては

改変区域において ROV 等により海底の状況を事前確認するなどの留意が必要である。 

【景観】 

・風車の高さを 187m（風車規模 9.5MW）と想定してゾーニングしており、実際に設置する風車の高さによってエ

リア設定の範囲が変化することに十分留意する必要がある。 

・世界遺産等の景観への影響について配慮が必要な範囲に当該エリアの一部が含まれる。事業を計画する際は世

界遺産の構成資産からの眺望景観に関する協議を関係機関と実施し、必要に応じて遺産影響評価を実施するな

ど、事業者自らが世界遺産への影響がないことを証明する必要がある。 

・実際に設置する風車に対して、各眺望点からの視認可能性、主眺望方向への介在、眺望対象・眺望構成要素へ

の介在、見えの大きさ等、支障の程度を確認し、支障の程度に応じ、風車の規模や配置、色彩等眺望保全のた

めの措置を検討する必要がある。 

・当該エリアは徳島県の伊島からの眺望範囲に含まれる可能性があり留意する必要がある。 

社会性に係る 

留意事項 

【レーダ及びその他】海洋短波レーダの観測エリアと一部重なるため、国土交通省との協議が必要である。また、

対象海域の南側に波浪観測計が設置されている。 

【航 路】当該エリアの東側海域は、船舶の航行が多い海域となっているため、海上保安庁や海運団体等の関係

機関との協議が必要である。 

【海上保安庁利用海域】巡視船の訓練海域が一部にかかるため、海上保安庁との調整が必要である。 

【漁業関連及びその他】各種の許可漁業、自由漁業が行われる海域であるため、関係する漁業協同組合等との協

議が必要である。その他、京都大学瀬戸臨海実験所の調査海域の一部が含まれるため協議が必要である。 

事業性に係る 

留意事項 

【風況】北風が卓越し、年平均風速は 7.5m/s 以上である。 

【水深（海底地形）】水深は 50～200m である。 

【海底地質】未固結堆積物、半固結堆積物が大部分を占める。 

【インフラ】利用が想定される送電線として御坊幹線がある。 
 

 

社
会
性
に
係
る
留
意
事
項 

 

レーダ及びその他 

 

海上保安庁利用海域 

 

航 路 

 

漁業関連及びその他 

事
業
性
に
係
る
留
意
事
項 

 

風 況 

 

海底地質 

 

水深（海底地形） 

 

インフラ 

  

調整エリア１ 

拡大図 

（削除） 
留意事項へ変更 

全域図 
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エリアの概要 ・白浜町～串本町の沖合約 10～30km、紀伊水道の南端から潮岬沖合に位置する。 

・エリアの北側では日高海底谷により急激に水深が深くなり、エリア中央部～南側では 1,000ｍ以上となる。 
・面積は 1,279.3km2である。 

法的制約条件 ・該当なし 
環境保全に係る 
留意事項 

【コウモリ類】 
・当該エリア（特に北側海域）をコウモリ類が移動ルートとして利用している可能性がある。 
【ウミガメ】 
・産卵期の回遊ルートとして当該エリア（特に北側海域）を利用している可能性がある。 
【海棲哺乳類】 
・黒潮流路の内側（黒潮主軸と潮岬の間の海域）は海棲哺乳類の生息・繁殖にとって重要な海域となっている可

能性がある。 
【サンゴ】 
・当該エリアにホットスポット的に宝石サンゴの生息地（水深 300m 程度まで）がある可能性がある。 
【その他】 
・上記以外に鳥類（海鳥）をはじめ、多くの生物が生息・利用しているものと考えられるが、沖合における生物

のデータは情報が不足している。 
・沿岸域の大部分が国立公園となっているため、海底ケーブルの揚陸場所、方法等には特に留意が必要である。 
・当該エリアは、環境省の指定する「生物多様性の観点から重要度の高い海域」（沖合表層域、沖合海底域）に
指定されており、海生生物全般の生息・生育環境として特に配慮が必要である。 

⇒事業を検討する際には最新の情報収集に努め、必要に応じて調査・検討を実施する必要がある。 
【景観】 
・風車の高さを 187m（風車規模 9.5MW）と想定してゾーニングしており、実際に設置する風車の高さによってエ

リア設定の範囲が変化することに十分留意する必要がある。 
・世界遺産等の景観への影響について配慮が必要な範囲に当該エリアの大半が含まれる。事業を計画する際は世

界遺産の構成資産からの眺望景観に関する協議を関係機関と実施し、必要に応じて遺産影響評価を実施するな
ど、事業者自らが世界遺産への影響がないことを証明する必要がある。 

・実際に設置する風車に対して、各眺望点からの視認可能性、主眺望方向への介在、眺望対象・眺望構成要素へ
の介在、見えの大きさ等、支障の程度を確認し、支障の程度に応じ、風車の規模や配置、色彩等眺望保全のた
めの措置を検討する必要がある。 

社会性に係る 
留意事項 

【レーダ及びその他】調整エリア南側では、串本の航空レーダーサイトへの影響が懸念されるため、防衛省との
協議が必要である。また、対象海域の北側に波浪観測計が設置されている。 

【航 路】対象海域の一部が分離通航路となるなど、船舶の航行の多い海域となっているため、海上保安庁や海
運団体等の関係機関との協議が必要である。 

【防衛省】航空自衛隊レーダサイトにかかるため、防衛省との調整が必要である。 
【海上保安庁利用海域】巡視船の訓練海域となっているため、海上保安庁との調整が必要である。 
【漁業関連及びその他】浮魚礁が設置されており、各種の漁業が行われる海域であるため、関係する漁業協同組
合等との協議が必要である。他、京都大学瀬戸臨海実験所の調査海域の一部が含まれるため協議が必要である。 

事業性に係る 
留意事項 

【風況】北風が卓越し、年平均風速は 7.5m/s 以上である。 
【水深（海底地形）】水深はエリア北側海域より急激に深くなり、200～2,000m 以上となっている。 
【海底地質】未固結堆積物、半固結堆積物、堆積岩となっている。 
【インフラ】白浜町、串本町にも送電線は存在するが、いずれも空き容量に乏しい。 
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＜用語集＞ 

ROV Remotely operated vehicle の略。遠隔操作型の無人潜水機であり、

海洋における画像撮影、環境調査等に利用される。 

  

VOR VOR（VHS  Omnidirectional  Range）とは、超短波全方向式無線標

識施設である。 

VHF 帯（超短波帯）の電波を用いる航空機用無線標識。標識局を中

心として航空機がどの方向にいるかを知ることができる。 

  

遺産影響評価 世界遺産の普遍的価値が、新たに計画されている事業等によって

受ける影響を評価する仕組みを示す。文化庁では遺産影響評価を

行う際の参考資料として「世界文化遺産の遺産影響評価にかかる

参考指針」（平成 31 年 4 月、文化庁）を示している。 

  

エネルギーミックス 

（エネルギーベストミックス） 

電源となる様々なエネルギー源の全電源に対する割合のこと。エネ

ルギー政策の根幹をなすものとして、「安全・安定供給、経済効率

性、環境適合性」の観点から最適な組み合わせを追及するものとさ

れている。 

  

海洋再生可能エネルギー発電

設備の整備に係る海域の利用

の促進に関する法律 

（再エネ海域利用法） 

海外でコスト低下が進み、再生可能エネルギーの最大限の導入と

国民負担抑制を両立する観点から重要な洋上風力発電が、①海域

の占用に関する統一的なルールがない、②先行利用者との調整の

枠組みが存在しない、という課題により導入が進んでいなかったこと

を受け、これらの課題の解決に向け、平成 31 年 4 月に施行された法

律である。 

  

環境影響評価 道路、ダム事業など、環境に著しい影響を及ぼす恐れのある行為に

ついて、事前に環境への影響を十分調査、予測、評価して、その結

果を公表して地域住民等の関係者の意見を聞き、環境配慮を行う

手続の総称を示す。 

  

距離減衰式 距離減衰とは、音が発生した場所から遠くなればなるほど、空気の

揺れが小さくなる現象のことを言う。距離減衰式とは、この空気の揺

れの強さと音源からの距離との関係を式に表したものです。 

  

漁業権等 共同漁業権とは、主に貝類などの定着性の漁獲物を独占排他的に

漁獲できる権利(第 1 種)と漁具を固定する建網漁業等を独占排他的

に操業できる権利(第 2 種)を言う。 

区画漁業権とは、海面を区画して海苔網等の養殖施設を設置し養

殖業を営むことができる権利を言う。 

定置漁業権とは、定置網を設置して操業することができる権利を言

う。網の設置される水深が 27ｍ以上のものが該当する。それより浅

い海域で行う小型定置網は共同漁業権の 2 種に該当する。 

許可漁業とは、一般の人が禁止されている漁業を漁業者に対し許

可(禁止の解除)し、操業できるように付与される権利を言う。許可漁

業には知事が許可する知事許可漁業、大臣が許可する大臣許可等

がある。 

自由漁業とは、上記のいずれにも該当せず制度上の縛りを受けな

い漁業を言う。一本釣り等の漁獲規模が比較的小さく、資源管理等

の制度上の縛りが必要ないものが多い。 

なお、上記の種類をすべてまとめて「漁業権等」という。 
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景観構成要素 構成資産とは、いろいろな資産を世界遺産にふさわしい共通の価値

でまとめているもの」のことで、世界遺産の価値を具体的に証明する

ものとして選ばれた文化財のこと。 

  

航空自衛隊レーダサイト 日本では、航空自衛隊が領空侵犯を防止するために全国各地にレ

ーダーサイトを配置し、24 時間態勢で防空の任務を行っている。 

  

再生可能エネルギー 非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永久的に使用する

ことができると認められているエネルギーを示す。具体的には、太陽

光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存在

する熱、バイオマスなどが挙げられる。 

  

残留騒音 その場所におけるすべて騒音から音源の特定できる騒音を除いた

残りの騒音であり、特に都市部においては都市全体を覆う遠方の道

路交通騒音などが主な騒音源であると考えられる。 

  

主眺望方向 眺望とは、「遠く見渡すこと。また、その眺め。みはらし。」を示し、主

眺望方向は、眺望地点から眺望可能な方向を示す。 

  

制限表面 航空機が安全に離着陸するためには、空港周辺の一定の空間を障

害物が無い状態にしておく必要がある。このため、航空法において、

制限表面を設定している。 

  

生物多様性の観点から 

重要度の高い海域 

環境省において、海洋の生物多様性の保全と持続可能な利用の推

進に資することを目的に「生物多様性の観点から重要度の高い海

域」を抽出している。この、「生物多様性の観点から重要度の高い海

域」は、わが国周辺海域の生物多様性を保全していく上で重要度が

高い海域を、生態学的及び生物学的観点から、科学的そして客観

的に明らかにしたものである。 

  

戦略的環境アセスメント 事業計画が固まった段階で行う現行の環境アセスメントより早期

の、事業実施段階(プロジェクト段階)に至るまでの意思形成過程（戦

略的な段階）の段階で行う環境アセスメントを示す。 

  

騒音レベル 騒音の大きさ（レベル）を示すもの。デシベルの単位が用いられる。 

  

促進区域 再エネ海域利用法の第八条により規定されており、自然的条件が

適当であること、漁業や海運業等の先行利用に支障を及ぼさないこ

と、系統接続が適切に確保されること、等の要件に適合した一般海

域内の区域のことで、洋上風力発電事業の実施のために指定さ

れ、その区域内では最大 30 年間の占用許可を事業者は得ることが

できる。また、事業者選定のための公募では、長期的・安定的・効率

的な事業実施の観点から最も優れた事業者を選定することで、責任

ある長期安定的な電源かつコスト競争力のある電源として洋上風力

発電の導入を促進する仕組みとなっている。 

  

2 次メッシュ 日本全国を緯度経度でメッシュ（網目状）に細かく区画した「標準地

域メッシュ」のひとつ。標準地域メッシュには、網目の荒いものから細

かいものまで 3 段階あり、2 次メッシュの幅は経度（東西）が 7 分 30

秒（0.125 度）、緯度（南北）が 5 分（0.083 度）です。距離にするとおよ

そ 10km×10km（地球は丸いため距離は緯度によって異なる）。 
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配慮書 

（計画段階環境配慮書） 

環境影響評価法で定められている手続きのなかに出てくる図書の 1

つ。第 1 種事業を実施しようとする者は、事業の位置・規模等の検討

段階で、環境保全のために適正な配慮をしなければならない事項に

ついて検討を行うこと、また、その結果をまとめた計画段階環境配

慮書を作成することが義務付けられている。計画段階環境配慮書

が「配慮書」と略称されている。配慮書は、作成の後主務大臣に提

出されるとともに公表され、これに対する主務大臣、環境大臣、都道

府県知事、国民等からの意見は、事業者の計画策定に反映される

こととなっている。 

  

バードストライク 野鳥が人工物等に衝突して死傷する問題を取り扱う際の用語。風

力発電施設の設置が進展することに伴い、風車の回転翼でのバー

ドストライクが注目されるようになった。 

  

伝搬障害防止区域 搬障害防止区域は、電波伝搬障害防止制度にて、電気通信の確

保、人命・財産の保護や治安の維持などの重要無線通信について、

総務大臣が必要の範囲内で電波の伝搬障害防止区域を指定したも

のである。電波伝搬障害防止制度は、その指定区域内において、高

層建築物等による通信の突然の遮断を回避することを目的としてい

る。【根拠法令：電波法第 102 条の２〜第 102 条の 10】 

 伝搬障害防止区域内に建築を予定している高層建築物が、重要

無線通信に障害を及ぼすと判断される場合には、建築主に対して

障害原因部分に係る工事について一定期間（２年間）制限が課せら

れる。 この一定期間において、当事者となる重要無線通信の無線

局免許人と建築主が相互に必要な措置に関して協議すべき旨を求

めることができること、当事者の一方から申出があった場合は総務

大臣が必要なあっせんを行うことなども定めており、重要無線通信

の確保と高層建築物等に係る財産権の行使との調和を図ってい

る。 

 

 

 

 


